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この報告書 は,日 本 自転 車振興 会か ら競輪 収益の一部であ

る機械工業振興 資金の補助 を受 けて昭 和53年 度 に実施 した

「産業 別情 報拠点の育成 に関 す る調査研究 」の成果 を とりま

とめた もので あ ります。
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は じ め に

^

、

＼

わが国の社会経 済にお ける情報 システム化の1つ の方 向 として産業 情報の整備

と情報流通のための ネ ッ トワーク形成 があげ られ る。 と くに産業団体 にお ける主

要 な機能 である情報活動 が,産 業情報の中核 的 な システム として位 置付 け られ,

多様化 す る産業環境に対応 して適切 な役割 を発揮 す ることが期待 され ている。

当協会 では,産 業情報拠 点 としての産業 団体にお ける情 報機能の育成充実 を目

的に主要 団体の情報 ニーズ調査 と情 報拠 点の基 本構想 をとりまとめた。

まず,情 報 ニー ズ調査 では,産 業 団体 にお ける政 策課題 と必要情報 およびその

充足状況 と しての利用の現状 を把握 す るとともに,情 報の加工 ・処 理 と提供 サー

ビスの実態 について,別 記10団 体 に対 し調査委託方式 によ り実施 した。

基本構想の策定 では,始 めに基礎調査 として日本鉄鋼連盟 における情報 システ

ム化 およ びコンピ ュータ利用 の現状 と経験 を もとに情報拠 点育成 上の問題点 を抽

出 した。次いで,各 団体 の情 報 ニーズ調査の成果 をふまえた調査委員会 にお ける

討論 の うえ,基 本的 に,情 報拠 点は,各 団体 自身の努力に よって整備 す るべ き問

題 として基本構想 を まとめた。

最後 に,調 査 に ご協力 を頂 いた産業団体各位 お よび産業情報拠点調査委員 会委

員 に感謝す る次第 である。

昭和54年3月

財団法人 日本情報処理開発協会

会 長 上 野 幸 七
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1.調 査 の 概 要

1.1調 査 の 目的 と計 画

(1)調 査 の 目的

昭 和43年 に発 表 され たNIS(NationalInformationSystem)構 想 は,

次 の よ うに述べ て い る。

「NIS形 成 の イニ シ アテ ィブは,あ くまで も個別 の情 報処 理 シス テ ムの

側 に あ るべ きであ る 。個 別 の 情 報 処 理 シス テ ムの 中 に は,個 々の 官 庁 の 情 報

処 理 シ ス テム も含 まれ るが,そ の 多 数 は民 間 企 業 に よ って 占 め られ る。 他 面,

NISの 形 成 に 関 す る国 の役 割 は消 極 的 な もの で あ っては な らな い。 国 は,

民 間 を中 心 と したNISの 形 成 の た め に,さ ま ざまな環 境 基 盤 の整 備 を積 極

的 に 行 うべ きで あ る し,ま た,民 間 に 対 して,産 業 政 策 そ の もの の根 幹 を

な す もの と して,NIS形 成 へ の 意 欲 的 な ガ イ ドポス トを示 すべ きで あ る。」

(産 業 構 造 審議 会,情 報 産業 部 会 中 間 答 申)

本 プ ロ ジ ェク トは,こ の 構 想 の 一環 と して位 置 づ け られ る もの で あ り,産 業

団体 自 らの 政策 立 案,意 思 決定 の た め の サ ポー ト機 能 と しての 情 報 処 理 分 野 に

焦 点 を あて,情 報 の流 れ の 中 か ら問題 点 を摘 出 し,産 業 団体 が 情 報 拠 点 と して

の役 割 を担 う道 を さ ぐろ う と した もの で あ る。

産業 団体 は,個 々の 産業 の お か れ て い る経 済 基 盤,会 員 企業 との 関 連 等 に よ

り様 々な活 動 形 態 が あ るが,そ の 目的 と してい る こ とは基 本 的 には 一 致 して い

る。

すなわ ち,そ の1っ は,会 員 企 業 の利 益 の 維 持 ・増 進 を図 る こ とに よ って業 界 の

繁 栄 を図 り,も って 国民 経 済 へ 寄 与 す る こ とで あ り,産 業 団 体 の こ こ で の重 要

な 活動 と しては,業 界 共 通 問 題 の 調 査 ・研 究 を通 じて業 界 と して の意 思 決 定 に

寄 与 す るこ とで あ る。
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その2つ は,会 員企業 の政策判断 に必要 な企業外情報(業 界固有情 報,業 界

外情 報)を タイム リーに提供す ることであ る。

今後,多 様 化,拡 大化す る業 界 ニーズに産業 団体が的確に対応す る上 で,情

報処理機能 の充実が重要 であ ることは云 うまで もない。

また資源の少 ない国 の制約下 で,貿 易立国 を国是 とす る我が国において産業

の知識集約化,高 度化を推 し進 めて ゆ くた めには,単 に知識情報産業 の育成 を

図 るだけではな く,既 存産業の情報化,知 識集 約化 を図 ることによって,そ の

知 的創造性 を高 めて い くことが極 めて重要 であ る。 これ らふたつの動 きが並行

して進め られては じめて,真 の意味 での情報化社会は実現 す る もの と言 えよう。

この意 味か らは,既 存産業 において も,既 に企業 単位 の情 報化,知 識集約化

は進 め られて いるところであるが,本 プ ロジェク トは,産 業界全体 として取 り

組 むべ き情報化,知 識集約化の課 題 を,産 業 団体 を足場 として構想 してい こう

とす る もので あると も言 える。

産業団体 に とって も,そ れ ぞれの産業 の特性 をふ まえ,団 体 としての主体性

を維持 しつつ,国 際化 ・情報化の進 む経済環鏡の中で,こ の構想に積極 的に,

参画 ・協 力す ることは,産 業 団体の 「存在理 由 」をよ り強固 に拡充す る上で,

有 力な条件整備 の一つであるとい えよう。

(2)調 査計画

調 査は昭和53年 度 よ り3年 計画で行 う。(図1-1参 照)

① 昭和53年 度

イ 情報拠点の候補 とな る産業団体(10団 体)の 産業情報 ニー ズ調査

ロ 情報流通のあ り方,情 報拠点の育成方法に関 す る基本構想 の作成

② 昭和54年 度

イ 産業情 報 ネ ッ トワーク構築 を 目指 して3業 種(53年 度 ニーズ調査対象10

団体 よ り選定)の システム設計,開 発,運 用実験 を行 う。

ロ 海外情 報 ネ ッ トワーク形成に関す る基礎調査

ハ 情報 ネッ トワー クに関す る制度問題調査
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ステ ップ1

ス テ ッ プ2

ス テッ プ3

将 来 像

産 業 別 情 報 拠 点 育 成 実 施 項 目

イ.産 業別情 報ニーズ調査 ロ.産 業別情報拠点パ イロ ッ ト・システムの開発 ハ.産 業別の海外情報に関する基礎調査 二.情 報 ネットワーク形成 に関 する制度的諸問題 の検討

(昭 和53年 度)

10団 体 の情報 ニーズ調査

・産業団体の役割
・政作課題 と必要情報
・データの利用状況
・情報拠点 としての方針 と

今後の課題

(昭 和53年 度)
マ スタープ ラン基礎 調査

く 日本鉄鋼連盟委 託 〉

・情報拠点 としての鉄連の役割
・外部情報の入手利用
・海外情報入手の現状
・情報の管理に関する検討

(昭 和53年 度)'
産 業 別 情 報 拠 点 育 成 基 本 構 想 の 作 成

(昭 和54年 度)

3団 体 のパイロット・システムの研究 ・開発

・システム設計 ・開発

・内部 データの整備

・運用実験

(昭 和54年 度)
海外情報 に関す る基礎調査

(米 国 ・欧州へ実地調査)

・入手可能な海外産業情報 の内容

・入手 の際の媒体様式,タ イ ミング.

条 件,そ の他

(昭 和54年 度)

情 報 ネッ トワーク形成 における制度的

諸問題の検討

・統計法

・データの作成権及 び購入者 の第3者 へ

の再提供の問題

・その他

(昭 和55年 度)

3団 体(54年 度 の3団 体 を除 く)の パ イロ

ッ ト ・シス テムの研究 ・開発

(54年 度 と同様)

・産業 情 報 の整 備

・共通アプリケーションプログラムの整備

(昭 和55年 度)
海外情報 に関す る基礎 調査

(米 国 ・欧州へ実地調査)

(54年 度 と同 様)

(昭 和55年 度)

国 内 及 び 海 外 ネ ッ ト ワー ク形 成 の た め の 基 本 構 想 の 作 成

・官庁統 計(磁 気 テープ)の 有効利用法 の確立

・情 報の入手 ・提供 ・再提供等産業情 報の流通の ための ルールの明確化

各 産 業 団 体 の 情 報 拠 点 化

・産 業情 報 の整 備 と デー タ ベー ス化

・情 報処 理 機能 の 強 化

政 府 ・ 産 業 団 体 ・ 海 外 団 体 等 の 協 調,情 報 流 通

産 業 間 情 報

ネットワークの形成

政 府 産 業 間 情 報

ネットワークの形成

海 外 産 業 情 報

ネッ トワークの形 成

産 業 情 報 ネ ツ ト ワ ク の 形 成

図1-1計 画 概 要
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③ 昭和55年 度

イ さ らに3業 種 を選定 し,シ ス テム設計 ・開発を行 うとと もに,そ の評価,

運用体制の あ り方等 を検 討す る。

ロ 海外情 報 ネ ッ トワーク形成 に関す る基礎調査

ハ 国 内ネ ッ トワー ク,海 外 ネ ッ トワーク形成 のための基本構想 の作成及 び

情報流通体制の確立 。

(3)昭 和53年 度調査研究計画

① 情報拠点の候補 となる産業 団体(10団 体)の 情報 ニーズ調査 を行 い,そ の

結果 に基 づ き情報流通形態の現状 を分 析す る。

イ 業界 における政策課題 と情 報 ニーズの対応状況

ロ 業界 にお ける政策課題 と情報利用 の実態

ハ 業界 における情 報処理の進展 状況

二 業界 における情 報の保有 ・流通形態 の現状

② 官 公庁 お よび各業界におけ る情報の収集 ・蓄積 ・評価分析の分業体制の あ

り方を検 討 しつつ情報拠 点の育成方法 に関 す る基本構想 を作成す る。

イ 国 内情 報の入手,提 供 に関 す る共 通的諸 問題の検討

ロ 海外情 報の入手 に関す る共 通的諸 問題の検 討

ハ 情 報流通形態の分析およ び分業 体制 の検 討

二 情報拠点の育成指針検 討

1.2本 報 告 書 の構 成

第2章 で は,本 プ ロジ ェク トに参 画 した10団 体 の情 報 ニーズ調 査 の 結 果 を,次

の 諸 点 に そ って と りま と めた。

・各産 業 の特 徴 と団体 の 役 割

・対 象 団体 に お け る政策 課 題

・産 業 団体 に お け る情 報 ニー ズ

・情 報処 理 の 進展 状 況
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第2章 で明 らか にな ったことは,産 業 団体が,委 員会等 の政策立案 ・意思快 定

の際に必要 としている情報 には,業 界 固有の情 報の他 に,非 常に数多 くの業界外情

報があ り,更 に情報処理機能の強 化が要求 されていることである。

第3章 では,第2章 で行 った現 状 分 析 を踏 えて,産 業 団体の情報拠 点化の構

想 をと りまとめた。』

特 に,産 業 団体 の委員会等におけ る政策 立案 ・意思決定 をサポー トす る,産 業

団体独 自の情 報処理機能(情 報の調査,収 集,蓄 積,整 備,加 工,利 用,・提供)

に着 目 し,情 報の発生源 か らの流れの中 で問題点を分析 した。

その結果,情 報処理機能の強化に不 可欠の条件 は,第1に 業 界固有情報の蓄積

・整備 を推 進す ることであ り,第2に 業界外 情報の うち,産 業団体相互 に必要情

報 を持 ちあ っている場 合は,相 互 に情報 を交換 しあ う情 報 ネ ッ トワー クを結 ぶこ

とであ り,第3に は複数産業 団体が共通に利用 してい る情報 につ いては,共 同処

理化 を 目指 し,情 報処理 にかか るコス ト低減 を図 ることであ る。

以上 が基本構想 の骨格 とな って いる。

第4章 では,第3章 で述べた構想 を実現 してい くに あた って直面す る諸問題を

整理 した。
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2.産 業 団体 にお ける情報 ニーズの現状 と今後 の課題

本章 では,産 業別情報 ニーズ調査 を委 託 した10団 体(以 下対象 団体 とい う)の

調査 報告 に基 づ き,各 産業の経済環境,政 策 課題,デ ータの利用 状況,外 部 との

ネ ッ トワー ク,情 報処 理 の 状況,情 報拠 点 と して の 方針 と今 後 の 課 題 に つ いて総

論 と して ま とめ る こ と とす る。

な お,情 報 ニ ーズ調 査 に お いて,対 象 団 体 が 事業 目的 に沿 って活 動 して い る分

野 が 広範 囲 に わ た って い るた め,対 象 団体 に よ って,特 定 分 野 に 限 定 して調 査 し

た。'

2.1各 産 業 の特 徴 と団体 の 役 割

対 象 団 体 お よ び当該 産 業 の特 徴 とお か れ て い る経済 環境 の概 要 を ま とめ て表2

-1にZ下 した 。

これ に よれ ば,対 象 とな った産 業 の うち,機 械 関 係 が,事 務機 械,建 設 機 械,

電 子 機 器,コ ン ピ ュー タで,こ れ らの 大部 分 は 輸 出比 率が 高 く,輸 出 型 産 業 と し

て,ま た,石 油 は輸 入型,化 学 工 業,セ メ ン ト,印 刷 工業 は,内 需 中心 の 産業 と

して位 置 づ け られ る。(表2-2参 照)

'ま た物 的 流 通 過 程 に お け る生 産財
,資 本 財,消 費財 の各段 階 に 対象 団体 を位 置

づ け れ ば,そ の 相互 関連 は図2-1に 示 され る とお りで あ る。

表2-3に,対 象 団体 の 概 要 と して,目 的,主 要 事業,会 員 数,職 員 数,予 算

規 模 を示 す。

現 在 の わ が国 産業 界 を と りま く経 済 環 境 は,急 激 な世界 経 済 の 変 動 に 対 し,安

定 成 長型 へ の移 行 の た め,産 業 団 体 と して も,国 際 協 調の なか で の 経 済 運 営 が 要

請 され,会 員 企 業 の発 展 や業 界 秩 序 の維 持 の た めの 指導 が急 務 と考 え られ る。 産

業 団 体 に お け る業 務 の主 要 な柱 で あ る情 報 活 動 につ い てみ る'と,会 員 企 業 を始 め

一7一



と して 政 府 や外 部機 関 に対 す る情 報の 収 集,整 備 お よび提 供 サー ビスが,ま す ま

す 重 要 な もの とな って きて い る。

この よ うな動 きの な かで産 業 団 体 は,多 くの デ ー タの 活用 に よ る確 度 の 高 い情

報 や資 料 の作 成提 供 が必 要 とな って きて い る。

表2-210業 種 の生 産 額 と輸 出額

業 種
生産額又は

出 荷 総 額
輸 出 額

国 内生産に 占

め る輸 出比率

1 プ ラ ン ト輸 出
一 88億 ドル 100%

2 事 務 機 械
5,152億 円

(生 産 額)
3,321億 円 64%

3 建 設 機 械
⑤665億 円

(受 注総額)
2168億 円 32%

4 電 子 機 器
6兆434億 円

(生 産 額)
2兆6,823億 円 44%

5 コ ン ピ ュ ー タ 7,192億 円 41q億 甲 5.7%

6 石 油,石 油 製 品
7兆5,721億 円

(50年 出荷額)

一 一

7 化 学 工 業
12兆4,820億 円

(出 荷 額)

1兆1,580億 円 9%

8 繊 維
1,88&3千 トン

(52年 生 産 高)

7107千 トン

(52年)
38%

9 セ メ ン ト

6,143億 円

(窯 業 統 計 年 報

52年 出 荷 額)

572億 円

(日 本貿 易 月 報

52年1～12月)

9%

10 印 刷
2兆2,693億 円

(51年 出荷 額)

一 一
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、

`

政 府

産 業

(主 要業種)

産業団体

政策立案

情報処理

情報流通

。主要関係先

会員会社

官公庁

関連団体

酬

官 公 庁(通 産 省 等)

行政施策 政策提言

統計発表等 統計報告等
.

{ 古 パ 入 〈 入 六 ノ・入 入 み パ 入 〈 パ 入 A
工 鉄 非 石 紡 紙 一 電 建 輸 通 ほ 精 繊 印 食 ほ
ネ

ル
銭
金 苧

パ

ル
般
機
気
機
設
機
送
機
信

機 か
密
機
縫

製 料 か
ギ 鋼 属 化 績 ・'プ 械 械 械 械 械 械 品 刷 品
| 学

) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) )

生 産 ・財 資 本 財 消 費 財

(例)

種 ・

紡績 → 機 織 ・編 → 製 品(ア パレル)

化 学原料 → 化 学品 → 化学 製品

図2'二1産 業間の物流 と情報流通概念図
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表2-1各 産 業 の 特 徴 と経済 環境(1)

産業

産業
団体

各

産

業

団

体

が

扱

う

業

種

の

範

囲

と

特

徴

各

産

業

の

経

済

環

境

① プラ ン ト輸出

日本機械輸出組合

・プラン ト輸出産業 は コンサルタン ト企業,

エ ンジニア リング企業,重 機メーカ,建 設

業者,商 社等多数 の機能 を持 つ企業 か らな

る産業 である。

・成約案件 の60～70%は 延 べ払 い決済 であ

り,金 融,保 険 機関 との結 びつ きが強 い。

・政府主導型のプロジェクトや技 術援助 による

商談 の展 開等国家的 バック・アップが必要。

・常 に最 高の技術提供 を求 め られ,官 民一 体

の技術開発 が必要。

・相手国 の関連情 報,リ スク対策等高度 の情

報 収集体制が求 め られ る。

・知識集約的産業 で貿易 構造高度 化の旗 手 と

期待 されてい る。.
じ

・国内企業への波及効果 が大 きい。

・プラント輸出 は1977年 に88億 ドル と,自

動車,鉄 綱に次 いで第3位 とな って お り,

相 手国産業 と貿易摩擦 を引 き起 こさない商

品 として,今 後 わが国の輸出商品の中核 と

目されてい る。,・

・わが国の国際的なシェアは7.8%で 米(25.4

%),西 独(20.8%),英(10.1%),仏(9.1

%)に つ いで5位 となってお り国際競争力

の強 化が望 まれ る。 ・ 、..'

・世界 的不況 に よりわが国の輸出の90%を 占

める発展 途上国の需要 も減少 し,
.、中 進国の

市場 参入 も"あり'国際商戦 が厳 しくな づてい

る。 そb上,円 高1ζよ ら.,著 し く競争力 を

低下 させ てい る。

.輸 入 国側 でほ プラ シ ト建設 後の土場 の管理

運 営や製品の販売 について も受注企業 に責

任 を負わす契 約方式を図 っ たりしてお りこ

れ らの対応 が急 がれ てい る。 、 ・・、

② 事 務 機 械

(社)日 本事務機械工業会

日本事 務機械 工業会 が 「国産事務 機械」 とし

て動 向 を掌握 してい るもの は次の11機 種 であ

る。

・タイプライタ

・液体印刷機及 び謄写 印刷 機

・オフセ ッ ト印刷機

・複写 機

・マイクロ写真機械

・電子式卓上計算機

・金銭登録機

・計算会計機

・タイム レコー ダ ・タイムスタ ンプ

・シュレ ッダ

.チ ェ ックライタ

・1977年 ペ ースでの事務機械の生産額は5,

152億 円 で,そ の うちの輸出 は3,321億 円,

64%と なっている。 また輸 入は141億 円 で

輸入依 存度 は7%と な ってお り,事 務機械

産業は輸出依 存型 の産業 であ るといえる。

機種 別 では,生 産額 の70%は 電 子式卓上

計算 機 と複写機が占め,輸 出比率の増大 は

この両者 に負 うところが大 きい。

鰍
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表2-1各 産業の特徴 と経済環境 ②

産業 ③ 建 設 機 械 ④ 電 子 機 器

産業
団体 (社)日 本産業機械工業会 (社)日本電子機械工業会 、

日本産業機械工業会が建設機械 としているも 電子機器産業 は,「 電子管,半 導体素子その

各
のは次の7機 種で ある。 他 これに類似す る部品 を使用 す ることによ り,

産 ・ ト ラ ク タ 電子の運動 と特性 を応用する機械器具とこれ

業 ・建 設 用 ク レ ー ン に使われる部品材料」 を取扱 う産業であり次
「

、 団

体
・掘 さく機械 の3っ の分野があ る。

が ・整地機械 ・民生用電子機器

扱 ・アスファル ト舗装 機械 ・産業用電子機器
`

う

業

・コ ン ク リ ー ト機 械 ・電子部品

種
・基礎工事用機械 産業の特徴 としては

の 商品の特性 として ・高付加価値産業

範

囲
・苛酷な条件下で長期間使用する。 ・省資源,省 エネルギー産業

と
・使用現場の条件が一定 しない。 ・低公害産業

特 ・移動性 が高 い。 ・技術集約型産業

徴 ・構造面 に種 々の法的規制 を受 けてい る。

・1977年 ベ ースでの建設 機械 の受注総額 は ・1977年 ベースでの電子機械 の生産総額は

6,665億 円 で,そ の う ち輸 出 は2,168億 円 ・60,434億 円 で,そ の う ち 輸 出 は26,823

'各

'

32.3%と な っ て い る。

1

億 円 で44.4%と な っ・て い る。 ま た,わ が

内需の うち官公需要 は4.4%で,ほ とん ど 国の機械工業の中 では,〉生産額,輸 出額 と

産 が民間需要で,そ の うち建設業が大半を占 も,自 動車 に次 いで第2位 を占めてい る。

め て い る。 また国際的に見ると,民 生用電子機器の生

業 産は世界第1位 であ り,先 進国の中では,
L'

わが国のみが民生用電子機器の生産の比重
の

がかな り高 い。

`

.

経
:

…

済

,

チ

・

.

環 '

1'

∀

ト

.;

境
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表2-1各 産業 の 特徴 と経 済 環 境(3)

産業

産業
団体

各

産

業

団

体

が

扱

う

業

種

の

範

囲

と

特

徴

各

産

業

の

経

済

環

境

⑤ コ ン ピ ュ ー タ

(社)日本電子工業振興協会

産業分類上は,産 業用電子機器の1分 野であ

る電子応用装置の電子計算関連装置に位置づ

け られる。

産業の特徴としては,

・省資源,無 公害,高 付加価値型産業

・知識集約的産業構造に移行する際の代表的

戦略産業

・技術波及効果が高 く,技 術先端産業 として

の開発技術は全産業分野に広く及ぶ

・技術集約度が高 く,技 術革新のテンポが速

し、(5～6年)

・巨大な資金調達力を要する。

等があげられる。

・コンピュータ産業 は,政 府の振 興施 策に よ

り20年 余 の歴史 にもかか わらず 急速 に発 展

し,電 子工業 の中 で も中核的な成長 産業 と

して期待 され ている。

・電子工業 の総生産額 は52年6兆 円台 となっ

た。 うちコンピュー タ関 連 装 置 は12%の

7,192億 円,前 年比増加率16.2%で 今 後と

も伸長 が見込 まれ る。

・我国は米国に次 ぐ世界第2位 のコ ンピュー

タ保有国 であ り,国 内 シェアは国産 メーカ

が過半数 を堅持 してい るが,世 界 市場 の約

80%は 米 国系 多国籍 企業 が独 占 している。

・輸出入は外資系企業 による ものが多 くその

戦 略に左右 され る。 輸出産業 として は本格

化 していない が,今 後発展途上国の情 報化

の進展 によ り海外 市場の拡大が望 まれ る。

⑥ 石 油 精 製 業

(財)日 本 エネ ルギー経済 研究所

石油 の供給 はほとん ど輸入 に依存 し,一 方そ

の需要 は ガソリンか ら重油に至るまで各 製品

毎 に固有 の需要分野 を持 ち独 自の需要動向 を

示す。石油精製業 は この供 給,'需 要 の中間に

位置 し,そ れ ぞれ独 立の変動 要因をかかえな

が ら,需 給 バ ランスを調整 する機能 が要求 さ

れ る。

わが国 では,石 油はほ とん ど輸入 に依存 して

お り,輸 入原油の60%は8大 国際石油企業(

メジャー)経 由で供給 され,80%が 中 東地

域 か らの産出原油 で,ほ ぼ90%がOPEC

傘 下 の産油国 か らの供給 である。

従 って,わ が国へ の石油供給体系 が,産 油国

におけるOPEC..,世 界 への原油配分 にお け

るメジャー とそれぞれの戦略に大 きく影響 さ

れ るとい う多重的 な供給構造 とな っている。
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表2-1各 産 業 の 特 徴 と経 済環 境(4)

産業 ⑦ 化 学 工 業 ⑧ 繊 維

産業
団体 日本化学工業協会 日本繊維協議会

化学工業は,「 化学的処理を主な製造過程 と 繊維産業 は次の4分 野 に大別 され る。

各
す る産業」 と規定 され,次 の ような特 徴があ ・原料段階

産 る 。 ・糸段階

業

団
① 技術規定的産業……技術革新が重要 ・織物段階

も ② 生産体系が連産品体系……多角経営と過
体 ・繊維二次段階

が 当競争 を現出す る。

扱 ③ 原料から最終製品まで多様性 ・段階性 を
単に繊維産業と呼ぶ場合は,こ れらの製造部

●

う

業
も っ 。

門をい うが,消 費財分野 にお いては,流 通 機

種 ④ 同一の製品の生産で,原 料 と工程が比較 構が製造部門 と密接な関連 性 をもってい る。

の 的容易 に転換 しうる。

範

囲
⑤ 装置産業 であり,設 備投資が多額必要

と ⑥ 化学反応 ・装置 が連続性 を もっ。

特 ⑦ 量産性をもっ→ 規模の経済性→価格競争
徴
⑧ 製品あるいは廃棄物の中に有害性をもっ

ものがある。

化学工業は製造品出荷額で全製造工業の8.1 わが国の製造業に占める繊維産業の地位は,

%を 占 め鉄鋼業(8.5%)と 比肩 しうる位置 に 昭和30年 代 に比較 し,出 荷額,付 加価値生産

各
い る。輸出額は昭和52年 度1兆1,580億 円

額で は,大 幅にその比率が低 下 してい る。輸

で,輸 出比率は約9%と なってい る。
出において も,昭 和30年 に は,全 体 の37.3%

産 現在,か つてない難 局面 に遭遇 してお り,大
であったが,昭 和51年 には6.3%ま で低 下 し

きな転換 をせま られている。

業 ① 化学品需要の停滞
てい る。一 方輸入は5.4%を 占 めてお り,中

② ナフサの価格問題 進国か らの輸入が増大 してお り,大 きな脅威

の
③ 国際競争力の低下と中進国の国内市場へ とな っ て い る。

経
の参入

.

④ 需要 ギャ ップと過当競争

済 ⑤ 化学品の安全確保による費用の増大

・

環

⑥ 技術革新の停滞

境
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表2-1各 産業 の特 徴 と経 済 環 境(5)

産業

産業
・団体

各

産

業

団

体

が

扱

う

業

種

の

範

囲

と

特

徴

各

産

業

の

経

済

環

境

⑨ セ メ ン ト

(社)セ メ ン ト協会

セメ ン ト製造業者 を対象 とし,主 に

・ポル トラン ドセ メント

・高炉 セメ ン ト

・シリカセメ ント

・フライア ッシ ュセメン ト

の生産,需 要及 び流通 等に係 る統計,資 料の

整 備 を行 ってい る。

セメ ン ト産業 の特徴 を要約 す ると,

・大型装置産業 である。

・需要 の伸 びがGNPと 同 様傾向で推移 して

い る。

・需要 内容 は官 公需 と民需 に大別 され るが,

近 年は官 公需 の ウェイ トが増 し,よ り公共

投 資追随型 に なっ てきてい る。

等が あげ られ る。

セメン ト産 業の全製造 工業 に占めるウ ェイト

は付加価値 額,'製 造 品出荷額及 び生産額 とも

1%に 満 たない が,公 共投 資関連産業 と'して

の地位 と責任 は他の基幹産業 同様大 きい もの

である。 オ イル ショック以降の全般的 なコス

トプ ゴシュ諸要 因を合理化 と生産 の拡大 に よ

って吸収 してきたが,5ゴ ～52年 の 経済全般

の 不振 か ら需要低下 に直面 し不況カルテルによ

って最 悪の事態 を免 れて きた。政府 の強力 な

景 気浮揚策 もあ り,53年 より企業収益 も改善

に向 って きたが,最 近再 び重油価格の高騰 が

あ り,企 業 努力 でカバーしきれない と予想 さ

れ厳 しい事態 になってきてい る。

⑩ 印 刷

全 日本印刷工業組合連合会

50年 度 のわが 国 に おける印 刷 業 の事業所数

は,26.842社 で あ り,そ の規模 は9人 以 下

が76.8'%,10～19人 が13.2%,20～49

人 は7.1%,50人 以 上が3.0%と な って お

り,19人 以 下が全体 の90%と な ってい る。

中規模 標準化を志 して,昭 和46年 に中小企 業

近代化促進法第5条 に基づ く特定業種 の指定

を受 けて,5年6ケ 月にわたる構 造改善事業

を行 ったが,現 状では,小 規模化への雪崩現

象 が起 っている。

印刷業 は,受 注産業 であ り,全 産業界及 び国

民生活の動 き と深 くかか わってお り,わ が国

の経済成長の推移 と密着 して伸展 してきた。

昭和49年 の 実質 マイナス成長が印刷業界 に与

えた影響 はマイナス23%と な り50年 も48年

比 マイナス29%と な った。安定成長期 に入り,

需 要 も回 復 しつつ あるが,ピ ー ク時 の48年 に

対 しては,ま だ水面 下の状況 にある。
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表2-310団 体 の概要(1)

日本機械輸出組合 社団法人 日本事務機械工業会
(JapanMachineryExporters' (JapanBu8ine88MachineMaker8
Association) Association)

設立の目 不公正な輸出取引を防止 し,お よび輸出取引 わが国事務用機械の生産,輸 出および流通

的 の秩序を確立し,な らびに所属員の共通の利 消費の増進ならびにその改善合理化を図 り,

益 を増進す るための事業 を行い,も って機械 もってわが国事務用機械工業の健全な発展

の輸出貿易の健全な発展をはかることを目的 を図るとともに事務能率の向上に寄与する

とす る。 ことを目的 とす る。

'

主な事業 1.公 正 な貿易取引 の推進 1,事 務 用機械の生産,輸 出,流 通お よび

1.輸 出入取引法に基づ く輸出協定の設定

2,対 日輸入制限の排除
消費に関する調査

3.貿 易 均衡への アプローチ 2.事 務用機械生産技術の開発に関する研

皿.重 機械 およびプラン ト輸出の促進 究
7

1.プ ラ ント輸出の長期 ビジョン確立のた
1

めの調査および関連資料の作成 3.事 務用機械工業合理化方策の策定およ

2.輸 出金融 ・税制 な ど関連諸制度 の改善 びその推進

3.プ ラ ン ト輸出 の国際化 をはか るため,

国 際コ ンソ ーシアムの結成促進
4.事 務用機械に関する規格の設定

4.プ ラ ン ト輸 出 を 促 進 す る た め,エ ン ジ 5,事 務用機械輸出振興方策の研究ならび

ニァリング産業の育成
に実施 またはその協力

HI.輸 出 運輸対策

1.海 上運 賃,航 空運賃,港 湾荷役料 金等
6.国 産事務用機械の普及に関する広報

の適正化推進 7.そ の他本会の目的を達成するため必要

2.輸 出貨物 の海上運賃 を低減す るため,
な事業

コンテナー輸送の積極 的推進
'

IV.輸 出保険対策

1.輸 出保険(通 産省と特約)の 取扱い,改 善

2.新 種保険の創設研究

V.国 際 協力の推進
膓

1.海 外機械関係業界 との交流促進

2.海 外有力者 の招へい

3.国 際経済協力体制の確立
㌘

VI.情 報 ・広報活動の強 化

1.統 計 資料 の整備

2.海 外 市場調査

3.情 報 資料 の整備

4海 外見本市,展 覧会等への参加
、

会 員 数 組合員 約600社 会員企業35社

職 員 数 職 員110名 職 員10名

予算規模 年 】間12億 円Y・
'

年'簡 約1億 円'`"
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表2-310団 体 の 概 要(2)

社 団 法 人 日 本 産 業 機 械 工 業 会(産 機 工)

(TheJapanSocietyofIndustrial

MachineryManufacturers)

社 団 法 人 日本 電 子 機 械 工 業 会

(ElectronicIndustriesAssociation

ofJapan)

設立の目

的

産業 機械工業 の健全 な進歩発達 を図 るととも

に,産 業経 済の発展 に貢献 し,も ってわが国

経済の繁栄 に寄与す ることを目的 とする。

電子機器,電 子部品の健全な生産,貿 易及び
、

消 費の増進 を図 ることに より,電 子工業の総

合的な発展 に資 し,も っ て国民経済の繁栄 と

文化の興隆に寄与するとともに,豊 かな国民生

活の維持向上に貢献することを目的 としている。

主な事業 1.産 業機械の生産の合理化に関する対策の

樹立ならびに推進

2.産 業機械の流通および消費の増進に関す

る対策の樹立ならびに推進

3.産 業機械の輸出の振興に関する対策の樹

立ならびに推進

4.産 業機械に関する技術の改善,向 上に関

する対策の樹立な らびに推進

5.そ の他付帯する事業

1.技 術革新に関する事業

2.業 界の環境変化に対する事業

3.業 界規模による合理化に関する事業

4.電 子部品の安定成長に関する事業

5.海 外 との調和に関する事業

6.技 術的国際協力及び交流に関す る事業

7.需 要者保護に関する事業

会 員 数 会 員284社(昭 和52年 度 末)
正 会 員512社,賛 助 ・団体会員86社

:職 員 数 職 員52名 職 員85名

・予算規模 昭和53年 度 約3億 円(一 般会計のみ)
53年 度 年間予算7.2億 円 .
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表2-310団 体 の 概 要(3)

社団法人 日本電子工業振興協会 財団法人 日本エ ネルギー経済研究所

(JapanElectronicIndustry (TheInstituteofEnergy
DevelopmentAssociation) Economics)

設立の目 電子工業 に関す る技術 の向上,生 産 の合理化, わが国な らびに諸外国のエ ネルギー経済 お よ
、

的
利用 の高度 化な らびに普及の促進等 によ り, び エネル ギー政策に関する実証的な調査 ・研

電子工業 の振興 を図 り,も って 日本経済に寄 究を通じて国民経済の発展に寄与することを

与する ことを目的 とする。 目的 とす る。

主な事業 1.調 査 1.エ ネ ルギー経済 の動向に関す る調査 ・研

電子工業 の中 で もとくに電子計算機,工 業 ・
究

社会開発 システム,高 性能電子部品 ・材料に

関 して内外の動向を注視 し,生 産,需 要,新
2.エ ネ ルギー政策 に関す る調査 ・研究

技 術等 について調査 を行 ってい る。 3.省 エ ネルギーに関す る調査 ・研究

2.技 術 開発 4.エ ネ ルギー調査 ・研究機関 との連絡提携

最近の技術革新,国 際競争の激化などに対 5.エ ネルギー経 済お よびエネルギー政策 に

応 して,産 業 の合理化の ため,電 子計算機 お
関する調査の受託

よび関連装置,シ ステム機器,そ の他の電子

応用 機器,電 子部品 ・材料な どの技術 の開発,
6.エ ネ ルギー経済 お よびエネル ギー政策 に

改良,普 及の促進,信 頼性 の向上に関 し,各 関する研究会,懇 談会等の開催

種の技術委員会を設けて各方面の電子技術の 7.前 各 号 に掲 げる事項に関 する報告書,刊

開発,性 能の向上,生 産の合理化,利 用普及 行物等の出版

の促進 などについ て,当 面の問題 や将来の技
8.そ の 他 この研究所 の 目的 を達成 す るに必

術的方向な どを審議検討 している。

また,新 電 子材料 については,マ ネージメ
要な事業

ン トボー ドを設置 して開発 に関す る総 合的審

議 ・検討 を行 うほか,開 発委託 を実施 してい

る。

3.海 外 情報化協力 センター(CICC)

情 報 化の進展は,社 会 ・経 済の高度 化を も

た らす重要な要素であ り,海 外,と くに途上

国の情 報化の促進に寄 与するため,要 員教育,

現 地 セ ミナー,関 係要人の招 へいな ど,各 種

の協力 事業 を実施 している。

会 員 数 会 員84社,賛 助会員42社 会 員116社

職 員 数 職 員29名 職 員67名

予算規模 53年 度 年間予算'5.8億 円 53年 度年間予算 約4億 円
∨ へ"・ ・

一 一
、
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表2-310団 体 の概 要(4)

日本化学工業協会 日本繊維協議会

(JapanChemicalIndustry (JapanTextileCounci1)
Association)

設立の目 化学工業の発達に必要な事項について調査研 繊維産業各部門相互間の連絡を図 り,わ が国

的 究 し,業 界 の公正 な意 見を明 らかにすると共に, 繊維産業の平和的発展 と国民生活の安定向上

会員相互の親睦,連 絡及 び啓発 を図 り,会 員

の事業に共通の利益を増進 して,わ が国経済
に資す ることを以 て目的 とす る。

の発 展に寄与す ることを目的 とす る。

主な事業 1.業 界の公正な意見を取 りまとめ,決 議を行い, 1.繊 維産業に関する諸問題につき必要に応

必要に応 じ政府又はその他の関係機関に意 じて懇談を遂 げ,繊 維業界の公正なる世論

見 を具 申する こと。 を明 らかにす るこ と。

2.会 員相互の親睦および連絡の緊密化を図
2.繊 維 産業各 部門相 互間の連絡 を緊密 に し,

る こ と。
合理的な繊維政策の樹立 とその円滑な実施

3.化 学 製品お よびその原材料 の品質の改善,

規格の改良又は生産若 もくは流通の能率の
に関 し,国 会政府その他に対 して意見を具

向上 を図 るこ と。
申す るこ と。

4.化 学製品およびその原材料の輸出の振興 3.会 員 の依頼 に より会員 と関係官庁等 との

又は輸入の合理化を図 るため必要な企画 を 間の諸般連絡 に当 ること。

,
行 う こ と。 4.繊 維 産業に関す る諸 問題 について必要 に

5.海 外関係機関 との連絡又 は視察団の派遣 より会員 より自由意志による資料の提供を

等により,諸 外国の化学工業事情 を調査研
受 け調査 ・研究 を行 うこと。

究す ること。
5.繊 維産業全般に亘 り災害防止 と保健衛生

6.関 係 資料を蒐集 し,こ れ を総 括 して会員
に寄 与す るための研究 と宣伝 を行 うこと。

に提供 し又は公刊 する こと。

7,機 関 誌の発行並 びに講演会,研 究会,懇
β.繊 維産業一般 に関 し自発的 な情報交換,

w

談会及び見学会等の開催により,会 員の啓 資料並に刊行物の頒布,講 演会,展 示会等
、

]

発,向 上に寄 与す ること。 により事業者並びに一般 国民の啓発向上に

&そ の他本会の目的を達成するために必要 資 す る こ と9 、

:

な事項

…

会 員 数 法人会員166社,団 体会員59 会 員22団 体(繊 維関連団体)

職 員 数 職 員32名" 1

【

予算規模 昭和53年 度 年 間予算 ■2'4億 円'
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表2-310団 体 の概 要(5)

社 団 法 人 セ メ ン ト協 会

(TheCementAssociationof

Japan)

全 日本 印 刷 工 業 組 合 連 合 会

(AllJapanPrilltingIlldu8try

As80ciation)

設立の目

的

セメ ン トの生産,流 通お よび消費の増進 な ら

びに改善 を図 り,も っ て,わ が国産業の発 展

と国民生活の向上に寄 与す ることを目的 とす

る。

印刷業(謄 写印刷および紙(セ ロハン紙を含

む。)以外の物にする印刷の事業を除く。以下

同じ。)の 中小企業者の改善発達 を図るため

に必要な事業を行い,会 員およびその組合員

の公正な経済活動の機会を確保 し,な らびに

経営の安定および合理化を図ることを目的 と

する。

主な事業 1.セ メ ン トの生産,流 通 および消費に関す

る調査

2.セ メ ン ト産業 の合理化方策の推進

3.セ メ ン トに関 する広報

4.セ メ ン トおよびコ ンクリー トに関す る学

術 的 ・技術的調査,試 験 および研究

5,セ メ ントお よびコ ンク リー トに関す る技
A

術的指導

6.国 会,政 府 等に対 す る具 申または答申等

7.そ の 他

1.会 員たる工業組合の事業についての指導

および連絡

2.印 刷業に関する指導および教育

3,印 刷業に関する情報または資料の収集お

よび提供"

4印 刷業に関する調査研究

会 員 数 加 盟22社(セ メン ト製造業者) 全国組 合員数11,583

職 員 数 職 員70名 事務局15名

予算規模 昭和53年 度 年間予算7.9億 円 昭和52年 度 年間1.3億 円
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2.2対 象 団 体 に お け る政 策 課 題

対象 団体 が 掲 げ て い る当該 産業 に お け る政策 課 題 を整 理 し一覧 表 と した もの が

表2-4で あ る。

これ に よれ ば,政 策 課 題 と しては,国 内 問題 と海外 問題 に大 別 され る。

国 内問題 に 関 して は,産 業 構 造 に 関 す る問題(基 盤 整 備,長 期 ビジ ョン,構 造

改 善 等),需 給 問題(長 期 見 通 し,需 給 対 策 等),技 術 問題(技 術 開発,標 準 化

問題 等),環 境,エ ネル ギ ー問 題 等 が 取 り上 げ られ て い る。

また,海 外 問 題 と して は,輸 出市場 対策,輸 出 制 度 問 題,長 期 的 な国 際 競争 力

対 策 な どが あげ られ る。

対 象 団 体 にお け る情 報活 動 も,政 策 課 題 に応 じて情 報 の 整備 ・加工 が 必 要 とな

る。表2-4で は対象 団体 別 に政 策 課 題 と必要 情 報(一 部)を 示 した もの であ る。

国 内政 策 課 題 に 関 しては,国 内需要 予 測,企 業 生 産 活 動 デ ー タ等 の ほか,マ ク ロ

経 済 関 係 情 報 が あげ られ る。 また,海 外 情 報 に つ い て は,各 国 の 需給 状 況,海 外

市場 に関 す る情 報 な どで あ る。
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表2-4政 策課 題 と必 要情 報(1)

産業

産業
団体

政

策

課

題

の

概

括

政

策

課

題

と

必

要

情

報

① プラン ト輸出

日本機械輸出組合

-

リ
ム

う
0

4

5

6

7

8

9

10.

11.

12.

国際経済 ・金融動向

国内経済政策

産業政策

国内政治 ・経済 ・金融対策

プラント需要動向

国際経済カ

プラン ト輸出産業構造強化策

競合国プラント輸出動向

価格 ・非価格競争力強化

技術開発 ・技術輸出

輸出金融

輸出金融制度動向

国際金融調達

契約 ・為替 リスク対策

保険引受限度枠確保

輸出税制

各種 リスク対策

輸出関係法規

貿易為替管理

輸出手続簡素化

輸出市場対策

政治 ・経済 ・国際収支動向

輸入制限,保 護貿易,国 産化対策

為替,貿 易管理,商 法税法

二国間貿易問題

新規市場開拓

中進国の新規市場参入

競合国対策

輸出関係法規,金 融保険制度

競合企業対策

経済 ・技術協力海外投資

経済 ・技術協力

国際金融機関

海外投資

国際協調

国際水平 ・垂直分業

運輸 ・流通

② 事 務 機 械

(社)日 本事務機械工業会

1.産 業 構造政策

・今後の産業構造 の変化 と事務機 械産業 の

あ り方

・業界 再編成

・設備投 資問題

・景気変動

2.需 要 供給 対策

・長期 ・短 期の需給見通 し(海 外 ・国内)

・機種 別流通問題

・機種 別需要構 造の変化

3.海 外 問題

・輸出市場 の拡大(短 期 的には輸出調整)

・海外立地(現 地生産)問 題

・発展途上国対 策

・長期的 にみ た国際競争 力

4.技 術 関係

・自主技術開発 力

・標準化 問題

・技術交流

5.企 業 経 営 ・その他

・経 営基盤 の安定 ・強化

・金利負担軽減

・税制問題 ・

1.国 内需要予測

生産,出 荷,在 庫,輸 出入,国 民総 生産,

主 要経済指標,事 業所数

2.各 国別 需給状況

生産,輸 出入,国 民総生産 データ,政 治

動 向,経 済動 向

一21一



表2-4政 策 課 題 と必要 情 報(2)

産業 ③ 建 設 機 械 ④ 電 子 機 器

産業
団体 (社)日本産業機械工業会 (社)日 本電子機械工業会

1.揺 らん期(昭 和20～30年 代) 1.国 内 基本 ・需給 ・技術

機振法に基づく 「鉱 山機械および土木建 技術革新と需要構造変化への対応

設機械製造業振興基本計画(36～39年)」 業界の環境変化のは握

政

の 目標達成,内 外需要増大への対応

2.成 長 期(昭 和40年 代)

需要の創出と未成熟分野の振興

業界の責任遂行

第3次 機振法における土木建設機械製造 業界規模による合理化
策
業の合理化計画に基づく 「生産品種調整の 著作権の問題

実施」 と 「割賦販売条件の正常化」実施 工業会機能の強化

課
3.成 熟 期(昭 和50年 代) 一般事項

・環境保全に ともな う公害の規制 2.資 源 エ ネ ル ギ ー

題 ・労働災害か らの人命の安全性確保 3.安 全 ・環 境

4.今 後 の課題 4.消 費 者

の ・国際的調和の考慮 5.海 外 ・貿 易

概

括

'

`k

・内外市場情報の収集 ・整備

、
1

.〉

`

'

(国 内情報). (国 内情報)

政

策

1.ユ ー ザ の 企 業 行 動 、

2.リ ー ス ・ レ ン タ ル業 の 動 向

3.建 設 工 事 の 動 向

1.国 内 基本

経済計画,国 民所得,金 融,財 政,企 業

経営,物 価,そ の他

課
4.技 術 開発 2.需 給

|

題 5.内 的 基本統計 の整備 、 産業活動 全般,.関 連,設 備,.投 資,電 子

と (海 外情報) 3.技 術

必 1.輸 出 におけ る情報(事 前情 報)
一般 ,電 子

要 2.海 外生産 におけ る情 報(〃) 4.資 源 エ ネ ル ギ ー ▲

情
3.海 外 進出における市場別情 報 5.消 費 者 ・安全 ・環 境

(海 外情報)
報 、

1.海 外 ・貿 易 ・

2電 子
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表2-4政 策 課 題 と必 要 情 報(3)

産業 ⑤ コ ン ピ ュ ー タ ⑥ 石 油 精 製 業
産業
団体 (社)日 本電子工業振興協会 (財)日 本 エネルギー経済研究所

1.コ ン ピ ュ ー タ産 業 の 基 盤 強 化 1.原 油 輸入

ハ ー ドウ ェ ア ,ソ フ トウ ェ ア の 研 究 開 発
原油の地域分散化

メ ジ ャ ー ズ ・ル ー トの 確 保

促 進,ア プ リ ケ ー シ ョン ・シ ス テ ム 化 の 促
産油国との直接取引

政 進,資 金確保,要 員の確保 原油開発

2.標 準 化の促進
国際情報収集体制の整備

策 2.石 油 精製

3.情 報 化の促進 重質油分解

課
4.技 術 開発 の促 進 省 エネルギー対策の推進

3.流 通 ・備蓄
5.経 営体質の強化 パイプライ ンの促進

題 6.国 際 的展開 鉄道輸送力の増強

7.海 外情報化協力
内航 タ ンカー ・ロー リーの大型化推進

の
油槽所の適正配置

緊急時対策

備蓄対策

概 4.環 境 ・立 地

保安防災対策

括
環境保全対策

立地確保対策 、、

5.経 営 ・税 制

石油税収の使途

企業税制特別措置
` 石油精製における企業体質の強化 ・

1.産 業 構造,供 給,販 売,技 術開発,標 準 〈 デ ー タ ・ニ ー ズ 領 域 〉

化,技 術提携 1.国 際経済情勢 と原油の国際的流通分野

政 2輸 出,通 貨.海 外 市場,投 資,環 境,情
2.国 内経済情勢 と石油製品需給分野

策 報化協力
3.最 適 精製パターンと国内流 通分野

4.緊 急 時対策

課 3.部 品 材 料,レ ン タ ル バ ッ ク 〈対応する必要情報〉

'題

と

4.公 害,工 場 立地

5.企 業 経営,定 常業務

1.石 油 供給,需 給,石 油製品需給,価 格:

需 給見通 し,投 資,企 業経営

2.需 給 見通 し(ガ ソリン,ナ フサ,ジ ェ ッ

必 ト,灯 油,軽 油,重 油,LPG)に 対応 す

要
へ、

る情 報

3.重 質 油分解技術,公 害規 制,NOx発 生

.情 量,公 害対策設備
1

報 原油埋蔵量,生 産量,価 格,輸 入,在 庫

精製,精 製設備,原 油製品貯蔵,輸 入 在
2

庫,需 要,輸 送

: 4.消 費 抑制,IEA情 報,備 蓄
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表2-4政 策 課 題 と必 要 情 報(4)

産業 ⑦ 化 学 工 業 ⑧ 繊 維

産業
団体 日本化学工業協会

日本繊維協議会

政策 ・行政の潮流,化 学工業界の対応姿勢と (現 状)・ 輸出の不振

課題 はオイル シ・ック前後で 「育成か ら規制
・国内需要の停滞

へ 」,「 量の化学か ら質の化学 へ」 と転 換 し
・輸入 の増加

政 て きた。今後 の課題 は以 下の とお り, (対 策)'・ 消 費者指 向の明確化

1.危 険物 対策,環 境 ・保全等の社会的要請 48年 ・全産業的姓 産の合理化'効 靴
く

策 に基づ く安全性確保問題
提 言.ア パ レル産業 の振興

2.業 界 レベルでの技術研究開発 の推進
・・事業 転換の円滑化

課 3.資 源 ・エネルギー,諸 原料の料金制度の
℃知識集約化の推進

題

改善

4.物 流 問題

53年.ア パ レル産業の発 展

延長帥/
雌 、流通の蹴 的発展

5.海 外投 資

、

の

概

6.企 業経 営,労 使 問題,

s

括

1.化 学 工業一般 1.商 品 企画情報
」

2.産 業 構造 ・組織
2.生 産 管理情報

政 3,資 源 ・エ ネ ル ギ ー1
3.'販 売 管理情 報

策 4.輸 送 ・流 通 4.在 庫 管理情報

課 5.立 地 ・環 境 ・安 全
5.繊 維需要情報

6.研 究 開発 〆売 り場情報
題
7.海 外問題

フ ァ ツ シ 。 ン情 報

と
8.企 業 経 営 ・労使 問題 市場調査情報

必 販売員からの情報

要

情

報

, /海 外情報
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表2-4政 策課題 と必要情報 ㈲

産業 ⑨ セ メ ン ト ⑩ 印 刷

産業
団体 (社)セ メ ン ト協会 全日本印刷工業組合連合会

1.経 済 全般 1.業 界 構造 対策

経 済計画,国 民所得,金 融,財 政,企 業, 2.需 要 対応策

経営,設 備投 資,流 通,輸 出,物 価,貿 易,
3.料 金 適正化対策

政
国際収支,人 口,労 働,海 外協力,そ の他

4.経 営合理化対策
16

2.産 業 活動

策
産業活動全般,鉱 業,エ ネルギー,建 設,

5.税 制,金 融,法 規対策

生 コ ン ク リー ト,セ メ ン ト2次 製 品,そ の
6.原 材 料問題

.

課
他 7.技 術 問題

3.セ メ ン ト産 業 8.労 務 問題

題
燃料,原 料,資 材,生 産,設 備,需 要, 9.教 育訓練 問題

流通 輸送,技 術,公 害 ・環境,企 業,財 務, 10.公 害 ・環境問題

の
経営,労 働,安 全

11.国 際 競争力

4.海 外情報

概

括

統計,情 報,資 料

.

1.業 界 構造

2.需 要 マ ー ケ ッ ト

政 ∀

.L

、

3.印 刷料金

策
4.経 営合理化

課
」`

`
9

5.原 材料機器
.

題
'さ
.1

6.技 術

と
¶ 7.労 務

必
8.教 育 問題

要 、

9.公 害 ・環 境

情
10.国 際 競争力

報
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2.3産 業団体 における情報 ニーズ

産業団体にお ける情 報の利用 は,政 策課題 を検討す るための資料作成お よび情

報提供 サー ビス としての定期 的な統計資料作成 を目的 として行われ るが,本 節 で

は各団体 におけ るデータ利用 の現状 か ら共通性の ある情 報お よび固有情報 につい

て整理分析す るとともに必要情 報調査 か ら官庁 お よび関連 産業 団体 との情報 ネ ッ

トワー ク問題 について整理 した。

2.3.1デ ー タ利用状況 －t共 通情 報 一

情 報拠点の整備 を効率 よ く推 進す るために は,共 通情報の 一元的整備管理 と共

同利用 による効率化 を図 ることが必要 であ る。 このため各団体 において現在収集

し利用 している情報について ・分野別に分類整理 し10団 体の利用頻 度について集

計 した ものが 表2-5で あ る。

この結 果,利 用 頻 度 の 高 い情 報,共 通 性 の 高 い もの に は,官 庁 デ ー タが 多 い。.

;こ の うち利用 頻 度 の 高 い情 報 は 次の とお りで あ る。

i・マ ク ロ経 済 は,全 般 的 に頻 度 が 高 いが,特 に産 業 連 関 表,国 民 所 得 統 計,卸 売F

;物 価 指 数,各 種 の経 済 見通 し,日 銀 の 経 済統 計 月 報

;・生 産 活動 で は,生 産動 態統 計,工 業 統 計 表,鉱 工 業 生 産指 数

・・企 業 活 動 で は,主 要 企 業経 営分 析,各 種 設 備投 資 調 査 法 人企 業 統 計季 報

i.貿易関係では,日 本賜 月表

・労働関係 では,毎 月勤労統計要覧

ハ

』・政府 施策 関 係 で は ,各 種 経 済 計 画,産 業 構造 の長 期 ビジ ョ ン

・白書 関係 で は,経 済 白書 .,通 商 白 書,国 民生 活 白書
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,表2-'5'''"各 産 業 の 共 通 利 用 デ ー タ ー 覧(1)'

ー

N
∨
ー

∀
.

・ 分 ・ 一 類 デ ー'タ 名 情 報 源

'デ ー タ利

用 間 隔
'

プラン

ト輸出

事 務

機 械

建 設

機 械

電 子

機 器

コ ン ピ

ュ ー タ

右 油

精 製

化 学

工 業
繊 維 セメント 印 刷

共通利

用度数

産 業 連 関 表
1・

行政管理 庁 他
r

5年 毎年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8

国 民 所 得 統 計 経 済 企 画 庁
四 半 期

月 ・年度
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8

山 日 本 経 済 指 標 経 済 企 画 庁 不 定 期. ○ ○ 2

マ ク ロ 各 種 経 済 見 通 し 日経 センター 他
四 半 期

年度,
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

経

(1)経 済

経 済 統 計 月 報 日 本 銀 行 月年
1

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

物 価 指,数 月 報 日 本 銀 行 月 ・・年 ○ ○ ○ 3

卸 売 物 価 指 数 日 本 銀 行 月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8

済 消 費 者 物価 指 数
総 理 府
日 本 銀 行

月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

生 産 動 態 統 計 通 産 一 省 月 ・年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10

工 業 統 計 表 通 産 省 年 ・
'

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ 9

統

鉱 工 業 生 産 指 数 通 産.省
四 半 期 ・

」

月 ・年度
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

生 産活{2)

動
石 油 資 料 月 報 石 油 連 盟 月 ・年度 ○ ○ O ○ 4

計 総合エ ネルギー統 計 通 産 大臣 官 房 年 ○ 」

.
、

.○ 2

電力調査統計月報
馳 、^,

通 産 省
',

半期 年度 ○ ○

'

○ ○ ○ 5
-・ '■ , ,・ 、 つ 「, 'A

,

電 気 事 業 統 計 電気事業連合会 半期 年度 ○ ○ 2
'



表2-5各 産業 の共 通 利用 デ ー ター 覧(2)

l

N
oo

ー

分 類 デ ー タ 名 情 報 源
データ利

用 間 隔

プラン

ト輸出

事 務

機 械

建 設

機 械

電 子

機 器

コ ン ピ

ュ ー タ

石 油

精 製

化 学

工 業
繊 維 セメント 印 刷

共通利

用度数

非鉄金属等需給統計 通 産 省 月 ・年 ○ ○ 2

生産活 機 械 受 注 統 計 経 済 企 画 庁
月・四半期

年度
○ ○ ○ ○ 4

(1}

{2)動

建 設 受 注 統 計 建 設 省
月・四半期

年度
○ ○ 2

自動車工業統計月報 日本自動車工業会 月 ○ ○ 2

経

わが国企業の経営分析
(業 種別)

通 産 省 半期 ・年 ○ ○ ○ 3

主要企業経営分析 日 本 銀 行 半期 ・年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

各種設備 投資 調査 通 産 省 等 半期 ・年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

済
企業活
{3)動 法人企業 統計 季報

大 蔵 省
日 本 銀 行

四半期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

:(

各 社 営業 報告 書 各 社 半期 ・年 ○ ○ ○ 3

'{
.

「

,

有 価 証 券 報 告 書 大 蔵 省 半期 ・年 ○ ○ ○ ○ ○ 5
一

'ジ ∴ ～

各 社 社 内 報

1」.奄

各 』 社 月 ○ ○ 2

海外経
IMF年 次 報 告書 IMF 年 ○ ○ 2

(4)

計 済 OECD年 次報告書 OECD 年 ○ ○ 2

日 本 貿 易 月 表 大 蔵 省
月 ・年度

四 半 期
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

⑤貿易
外 国 貿 易 概 況' 日本 関税 協 会 月 ○ ○ ○ 3



表2-5 .各 産 業 の共 通 利用 デ ー ター覧(3)

ー

N
㊤
ー

分 類 デ ー タ 名 情 報 源
デー タ利

用 間 隔

プラン

ト輸出

事 務

機 械

建 設

機 械

電 子

機 器

コ ン ピ

ュ ー タ

石 油

精 製

化 学
工 業
繊 維 セメント 印 刷

共通利

用度数

『貿 易 業 態 統 計 表
通'産 省 年 ○ ○ 2

輸 出 認 証 統 計 通 産 省 月 ○ ○ ○ 3

⑤貿易 ら 一 ・ .く'
'

(1) 軽機械輸出通関統計 日本機械輸出組合 月 ○ ○ ○ 3

い'ぐ",. ㌧:'

各 国 貿 易 統 計 各 国 月 ・年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6
、

ト イ 商 業 統 計 表 通 産 省 年 ○ ○ 2

経 (6滴業
'

I

r

、:イ

'

商 業 動 態 統 計 表 通 産 省 毎 月' ○ ○ 2

金 融 ・ 国 際 金 融 大 蔵 省 月 ○ ○ 2

(7)
済 財政 財政金融統計月報 大 蔵 省 月 ○ ○ ○ 3

・

消 費 ・ 国 勢 調 査 総 理 府 5年 ○ ○ 2

(8)家 計

家 計 調 査 報 告
総 理 府
日 本 銀 行

月 ○ ○ ○ ○ ○ 5

統
活 用 労 働 統 計 日本生産性本部 年 ○ ○ ○ ○ 4

雇 用 管 理 調 査 労 働 省 ○ ○ 2

計 ⑨労働 雇 用 動 向 調 査 労 働 省 醐 ○ ○ 2

毎月勤労 統 計要覧 労 働 省 月 ・年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

労働生産性統計調査 労 働 省 年 一
可,

○
〆、,

○ 2



表2-5各 産 業 の 共 通 利用 デ ー ター 覧(4)

ー

ω
O
卜

¶ 1

零

分 類 デ ー タ 名 情 報 源
データ利

用 間 隔

プラン

ト輸出

事 務

機 械

建 設

機 械

電 子

機 器

コ ン ピ

ュ ー タ

石 油

精 製

化 学

工 業
繊 維 セメン ト 印 刷

共通利

用度数

ω

経

済

統

計

,

'〉

、

'

'

(gi労働

労働 組 合基本調査

労働時間,休 日,
休 暇 制 度 調 査
・賃金労 働 時間 制度

総 合 調 査

賃金 構造基木統計

定 期 賃 金 調 査

職 種 別 民 間 給 与
実 態 調 査

退職金,定 年 制度
および年金事情調査

福 利 厚 生 費 調 査

労 働 省

中央労働委員会

労'働a省

労 働 冶,

関 東 経 協
日 ・経 連

人 事 院

中央労働委員会

日 経'連

年

年 ・2年

年

年

年

年

2年

年

○ ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

2

2

2

2

2

2

2

2

00そ の 他 、投 資 調 査 シ リーズ
ジ ェ ト ロ

ー

不 定 期 ○ ○ 2

⑪
搬
・

{D特 許 特 許 公 報
政 府 ・刊 行 物

セ ン タ ー
日 ○ ○ 2

術許 規格 ・{2)

標 準
日 本 工 業 規 格

.,

日本 規 格 協 会 不 定 期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

…
制_.

(1鞠' 官 報 ・ 公 報
政 府 刊 行 物

セ ン タ ー
日 ○ ○ 2

安 全規{2)

制
産 業 安 全 年 鑑

中央 労 働 災 害
防 止 協,会

年
〔 ・

○ ○ 2

・3)鮮

産 業 構 造 の 長 期

ビ ジ ョ ン

各 種 ・経 済 ・計 画

通 産 省

経 済企 画庁

年 度

年一度㌧

'○

・一一〇

〇

一 〇 ヰ ●P

○

○

○

○

○

○ ○

○

○

6

7

?
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表2-5各 産業 の 共 通 利 用 デ ー ター覧 ㈲

ー

巴

ー

分 類 デ ー タ 名 情 報 源
デー タ利

用 間 隔

プラン

ト輸出

事 務

機 械

建 設

機 械

電 子

機 器

コ ンピ

ュー タ

石 油

精 製

化 学

工 業
繊 維 セメント 印 刷

共通利

用度数

個
法税
制制
(4}関税 率 実 行 関 税 率 表 大 蔵 省 年 ○ ○ ○ 3

海 外 市 場 白 書
(海 外投資の現状)

ジ ェ ト ロ 年 ○ ○ 2

㈹ 世 界 経 済 白 書 経 済 企 画 庁 年 ○ ○ 2

市
経 済 白 書 経 済 企 画 庁 年 度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

経 済 協 力 白 書 通 産 省 年 度 ○ ○
'

○ 3

場

(1)臼 書

通 商 白 書
通 産 省

経 済 企 画 庁
年 度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

●

通 信 白 書 郵 政 省 年 度 ○ ○ ○ 3

経 科 学 技 術 白 書 科 学 技 術 庁 年 ○ ○ ○ O 4

環 境 白 書 環 境 庁 毎 年 ○ ○ ○ 3
済

労 働 白 書 労 働 省 毎 年 ○ ○ 2

動
国 民 生 活 白 書 経 済 企 画 庁 年 度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

向 日 経 市 況 日本経済新聞社 月 ○ ○ ○ 3
(2)市 況

全国ダム事業一覧表 (財)日本 ダム協会 不 定 期 ○ ○ 2



2.3.2固 有 情 報

産業団体が収集 す る情報の 多 くは産業政策への利用 お よび会員企業へ の提供 と

い ったことか ら,産 業固有 の もので ある。これ らの固有情 報は,団 体 自身が収集

し整備 しなけれ ばな らな い領域 の もの であろ う。表2-6は,対 象団体が行 って

いる主 な業界統計 を示 した ものであ る。

業 界統計の作 成について方法別にみ る と,⑤ 政府統計の 当該業種 につ いての抽

出及 び時系列分析 を行 ってい る もの,⑤ 会員企業 か ら収集 した調査票 をベー スに

作成す る統計(自 主統計)等 があ る。 また,統 計の種類 では,輸 出入統計関係 お

よび生産 ・出荷状況 な どが多 い。
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表2-6各 団体作成 の代表的な業界統計(1)

団 体 名 主 な 統 計 名 作成 サ イ ク ル 統 計 の 概 要

日本機械輸出組 プラン ト輸出成約統計 月 重 電,通 信,繊 維,化 学,一 般 プ ラ ン ト

合 か らな り,機 種別,市 場別,決 済方法別

(昭和47年 より) に分類

プ ラ ン ト引 合 ・受 注 ・ 月 引合時点の情報が数字的 に把握され,成

敗退状況表 約案件の内容の把握,敗 退要因の分析が

(昭和47年 より) 可能

OECDプ ラ ン ト統計 OECDの 輸 出通関統 計.よ り,プ ラ ント

(昭和49年 より) と考 え られ る機種 を抜 き出 して集 計 し,

先 進国のプラ ン ト輸出実績 を示した もの。

機械輸出通関統計 月 大蔵省作成の通関統計テープより作成し

(昭和30年 よ りMT化44年より)
た機械の輸出通関統計

世界主要国輸入統計 月 97主 要 国の先進国12ケ 国 か らの機械輸

(昭 和41年 よ りMT化44年より)
入統計

(社)日本電子機 産業用電子機器輸出入 月 国別,品 目別(輸 出69,輸 入100)の 金

械工業会 実績表 (昭和37年 より) 額 と数量ベースで の輸出入統計

民生用電子機器輸出入 月 国別,品 目別(輸 出43,輸 入15)の 金 額

実績表 (昭和37年 より) と数量 ベースでの輸出入統 計

電子部品輸出入実績表 月 国別,品 目別(輸 出57,輸 入47)の 金 額

(昭和37年 より) と数量 ベースでの輸出入統 計

電子機器実績集計表 月 通産省生産動態統計より,電 子機器につ

いて生産,出 荷,在 庫 の各 月の数量,金

(昭和42年 より) 額及びそれぞれの前年同月比を集計 して

い る。

経営諸比率調査 半 期 電子工業関係57社 の事業報告書等により,

(昭和45年 より) 経営諸比率18項 目について調査

(社)日本事務機 主な事務用機械の生産 毎月作成 主な事務機械(10品 目一14分 類)の 生産

械工業会 ・輸出 ・輸入状況対比 2ケ 月 に1回 発 ・輸出 ・輸入の台数 ,金 額 の毎 月の統計

表 、生産額は通産省機械統計月報,輸 出入額
は大蔵省 日本貿易 月表 に よる。

全日本印刷工業 印刷業総合実態調査 不定期
∀

組合連合会 経営動向実態調査 年

印刷資材の動向調査 四半期

(裕 日本産業機 産業機械受注状況 月

械工業会 産業機械輸出契約状況 月

公害防止装置受注状況 月

産業機械輸出入実績 月 大蔵省通関統計より作成

公害防止装置の生産状況 年
一般機械の生産状況 年 通産統計より作成
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表2-6各 団体作成の代表 的な業界統計(2)

団 体 名 主 な 統 計 名 作 成 サ イク ル 統 計 の 概 要

(肋 エ ネルギー エ ネ ル ギ ー ・ マ ト リ ッ 年,四 半期 各 エ ネルギー統計の総合化

経済研究所 ク ス

エ ネ ル ギ ー ・バ ラ ン ス 〃 各 エ ネルギー間の収支バ ランス表

(エ ネ ル ギ ー 転 換 フ ロ ー)

(社)日本電子工 周辺端末装置の出荷状 年 メ ー カ,輸 入 商 社 等 に ア ン ケ ー ト調 査,

業振興協会 況調査 出荷台数,金 額,OEM/エ ン ドユーザ

(昭和48年 度 より) 向,次 年度予測

オ フ ィ ス ・ コ ン ビ ュ ー 年 オ フ ィ ス ・コ ン ピ ュ ー タ 業 務 委 員 会 が そ

タの出荷状況調査 の委員会 メンバー19社 の機種 ・出荷台数

(昭和43年 度より)
・金額 の調査

ミ ニ コ ン ピ ュ ー タの 出 年 機種,出 荷状況 について,メ ーカ,輸 入

荷状況調査 (昭和52年 度より) 商 社代理店,OEMメ ー カ等 を調査

マ イ ク ロ ・コ ン ビ ュ ー 年 マイ ク ロ ・プ ロセ ッ サ,関 連LSIの 出 荷 個

タの出荷状況調査 (昭和49年 度より) 数,金 額,輸 入個数,金 額等の調査

工 業 用 コ ン ピ ュ ー タ の 年 ユー ザの利用実態の調査

利用状況調査 (昭和50年 度より)

コ ン ピ ュ ー タ 生 産 ・輸 月 通産省の 「生産動態統計」,大 蔵省の

出入状況 「通関統計」より作成

從 セメ ント協 (生 産関係)

会 生 産 ・出荷,在 庫高 月,期,暦,会 会員各社よりの定期報告により作成

原料使用高 〃 〃

原単位(原,燃,電 資) 〃 〃

焼成熱量推移 月,会
〃

燃料消費在庫高 〃

電力調査 月,期,暦,会
〃

(販 売関係)

都道府県需要部門販売高 月,期,暦,会
〃

種別 セメン ト販売 高
〃 〃

仕向地別輸出高 〃 〃

(輸 送関係)
、

地区機関別出荷高(1次) 〃 〃

〃(2次) 〃 〃

地区交流実績 〃 〃

(輸 出関係) 亀

積出明細報告書 月 セメント輸出協力会で作成

揚地別実績表 〃 〃 、

契約残高表 〃 〃

商社別輸出高 期,年
〃

社別,工 場別輸出高 〃 〃

海外 セメン ト情報 不定期 〃

:
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●

2.3.3外 部 との ネ ッ トワー ク

表2-7CA)は,対 象 団体 が必 要 情 報 と して掲 げた な か か ら現 在 未利 用 で あ るが,

今 後 利用 を望 ん で い る情 報 に つ いて,そ の 入手 先 を分類 整 理 した もの で あ る。安

中の 数字 は必 要 情 報 の 件 数 を示 した もの で あ る。

入 手 先 と して は,官 公 庁,民 間 で は,各 種 団体,調 査研 究機 関,海 外 情 報提 供

機 関,業 界 企業,金 融,出 版,報 道 等 とな って い る。官 公 庁 につ いて は,2.3.1

で述 べ た よ うに共 通 情 報 と しての ウエ イ トが 高 い が,必 要 情 報 件 数 か ら,通 商産

業 省 の 情 報 需要 が多 い 。民 間 との ネ ッ トワー クでは,表2-7(B)に 掲 げ た 団 体 が情

報 入手 希 望 先 とな って い て,産 業 団 体 に情 報 提 供 サ ー ビスの 役 割 を期 待 して い る

こ とが わか る。 今 回対 象 の10団 体 の 中 か ら も入 手先 と して挙 げ られ て い る ところ

が あ り,産 業 団体 は,情 報 利用 と情 報 提 供 の2つ の役 割 が 果 た され てい る。

`
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表2-7(A)産 業 別 必要 情 報 入手 先一 覧表(既 入 手 デ ー タ を除 く)

含

●

プ 事 建 電 コ 石 化 繊 セ 印

情 報 入 手 先
3 務 設 子 さ

ユ

油 学 メ

計
ト

輸
機 機 機

1
精 工 ン

出 械 械 器 タ 製 業 維 ト 刷

人 事 院 1 1 2

総 理 府 1 2 3

官 経 済 企 画 庁 3 3

科 学 技 術 庁 3 3

環 境 庁 3 3 6

外 務 省 1 1

大 蔵 省 3 1 1 5

通 商 産 業 省 9 8 5 18 6 46

公
工 業 技 術 院 1 1 1 3

資 源 エネルギー 庁 1 7 8

中 小 企 業 庁 2 2

特 許 庁 1 1

運 輸 省 3 1 4

庁 労 働 省 2 2

自 治 省 1 1

小 計 21 10 1 20 26 12 90

各 種 団 体

(表2-7⑬ 参照)
41 105 14 32 28 220

民 金 融 11 11

業 界 企 業 1 5 2 4 2 14

調 査 研 究 1 7 4 36 1 49

出 版 ・ 印 刷 1 23 22 20 32 98

報 道 1 14 2 17

間 海 外 13 7 2 22

小 計 69 154 49 96 63 431

合 計 90 164 1 69 122 75 521
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表2-7(B)情 報 入手 希 望 先 と して あ げ られ た 各種 団体

日本国有鉄道(社)日 本機械工業連合会

東京都公害局(財)機 械振興協会

○(社)日 本産業機械工業会

(社)海 外 コンサルティング企業協会 通信 機械工業会

(財)国 際開発 セ ンター ○(社)日 本電 子機械工業会

アジア経済研究所 ○(社)日 本電子工業振興協会

国際協力事業団 ○(裕 日本事務機械工業会
●

(財)中東協力センター 中部事務機械化協会

、 日本経営者団体連合会 ○日本化学工業協会

中小企業団体中央会 日本無機薬品協会

石油化学工業協会

(財)世界経済情報サービス 日本硫安工業協会

(財)流 通経済研究所 日本石灰窒素工業会

(肋 流 通 システム開発 センター

(財)日 本立地 セ ンター 日本化学繊維協会

(裕 日本経営協会 日本製紙連合会

○全日本印刷工業組合連合会

日本貿易振興会 東京都印刷工業組合

(財)日本関税協会 東京都軽印刷工業組合

(社)日 本 プラ ン ト協会 日本感光紙工業会

(財)ソ 連東欧貿易会 日本 プ リン トシ ョップ協会

○日本機械輸出組合

(社)日本機械輸入協会 高圧ガス保安協会

産業公害防止協会

石油連盟 船員災害防止協会

令 全国石油商業組合連合会 日本船主協会

電気事業連合会(社)日 本マイクロ写真協会
・

○(財)日 本エ ネル ギー経済研究所(財)日 本情報処理開発協会

(社)日 本熱エ ネルギー技術協会(社)日 本 ドクメン テー ション協会

(枇 焼料協会 (社)日本化学会

(財)半導体研究振興会

○(社)日 本鉄鋼連盟
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2.4情 報 処理 の 進 展状 況

本 節 で は対 象 団 体 にお け る情 報処 理 の 実 情 と して,情 報処 理 体 制,コ ン ピ ュー

タ利用,外 部 磁 気 テ ー プ利 用 お よ び情報 提 供 形 態 に っい て記 述 す る。

2.4.1情 報処 理 体 制

対 象 団体 にお け る情 報 処理 体 制 は,そ れ ぞれ の 団体 に よ って異 な るが,類 型 的

に み れ ば,会 員企 業 に よ る委 員会 制 を と って 情 報処 理 計 画の 検 討 か ら情 報 の収 集,

加 工,資 料 の 作 成 まで を行 って い る もの と,委 員会 で計 画の 大 要 を検 討 し,具 体

的作 業 は事 務 局 が 実 施 す る形 態 とに大 別 され る。

委 員会 が 主体 に なって行 うケ ースでは,日 本 事務 機 械 工 業 会 が あげ られ,こ こで

は,広 報 委 員会 が 関 連 団体 との 連 携PR,諸 資料 統 計 の 収 集 整 備,情 報の 収 集 ・

交 換 を行 い,情 報 の提 供手 段 とし て機 関 誌 を編 集発 行 して い る 。

事 務 局 担 当 者 が 具体 的 な作 業 を行 うケ ース は,日 本機 械 輸 出 組 合,日 本 電 子 工

業 振 興協 会 が あげ られ る。前 者 の 場 合 は 図2-2に 示 され るよ うに定 常 的 な情 報

収 集,処 理,資 料 作成 に つ い て は,事 務 局 内 で処 理 し,高 度 な 分 析 ・研 究 を要 す

る もの お よ び特 定 情報 の 処 理 に 関 して は,組 合 に調 査 研 究 委 員会 や プ ロ ジ ェク ト

チ ー ム を組 織 して 実施 され てお り,後 者 の 場 合 で も定 常 的 な もの に つ い て は ほ ぼ

同様 で あ るが,最 新 技 術 動 向,各 種 の ガイ ドブ ック,海 外 向 けニ ュー ス につ い て

は,委 員会 制 を と って実 施 され てい る。

2.4.2コ ン ピ ュー タ利 用 と磁 気 テ ー プ情 報 の利 用

対 象 団体 の うち,現 在,コ ン ピ ュー タを利 用 して い るの が5団 体 で あ り,そ の

利 用 状 況 を表2-8に 示 す 。

団 体 に お け る コ ン ピ ュー タの 利用 業務 は,ほ とん どが統 計 表 作 成 で あ る。利 用

す る コ ン ピ ュー タ に つ い ては,自 己 保有 を して い る対 象 団体 は皆 無 で外 部 機 関 の

コ ン ピ ュ ー タを有 償 で 利 用 して お り,そ の 費 用 は,年 間 総 額 で,最 低200万 円か

ら,最 高 は4000万 円 に達 して い る。

図2-3は 日本 エ ネル ギ ー経 済 研究 所(IEE)が,外 部 セ ンタ ー と通 信 回線

を介 して オ ン ライ ンで 端 末 機 を接 続 し コ ン ピ ュー タ を利 用 して い る形 態 を示 した
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6 句

〈デ ータ分類 〉 〈情報収集方法 〉 〈情報処理体制 〉 〈組合作成 資料 〉 〈利 用 方 法 〉

ー

ω
Φ
ー

国 内 経 済
産 業 活 動

情 報 選 択,翻 訳

分 類,整 理

。プラ ント情報

。海外市場 情報

。各種市場調査報告書

。機 構 と輸送
資 料 購 入

(定期,臨 時)プ ラ ン ト輸 出

産 業 構 造

集 計,計 算 。プラ ント成約状況

。プラン ト引合,受 注

敗退状 況表
。OECDプ ラン ト統 計

。プラ ント類輸出承認

実績
。機 械類 輸出承認実績

。プラン ト認証統計

。機 械類通 関統計

。ス ライ ド条項 関連統

計
。輸銀融 資承認状 況

。保険引 受状 況

プラン ト輸 出実績
) 一

団 体 間
資 料 交 換

プラン ト輸出産業
≧

政策決定機関資料
1藷 ラン制ト勧 農

企 業 実 績

報 告輸 出 関 係 法 規

コ ンピ ュー タ利 用

一 一 一 一 ー ー 一 一_

匿 灘 二篇一 一 ー ー ー 一 一__

政 府 関 係 官 庁
組 合 員 情 報
(定期刊行,臨時刊行)

隆繁 饗 委 託 調 査
外 部 情 報

輸 入 国 市 場
'

。機械輸 出通関統計
。先進国輸入統計

組合資料室保存
海外駐在員
報 告

) )

〉 ∋競 合 国 動 向 委 託 分 析 研 究 。各種研究報告書)

` . r

海 外 調 査
1

1
1国 際 分 業

組 合 シンクタンク的機能

。テ ーマ研究委員 会

。調査,集 計,計 算,分 析,研 究
→
。各種調査研究

報 告 書
・市 場 調 査1

図2-2日 本機械 輸出組合情報収集,加 工,提 供体制



もので あ る。 また,図2-4は 日 本機 械輸 出組 合 に お け る世 界 主 要 国 機 械 輸 入統

計 の コ ン ピ ュー タ処 理 形 態 を図示 した もの で あ り,事 例 を共 に掲 げ た 。

表2-9は,外 部 機 関が 作 成 した 統 計 デ ー タの磁 気 テ ー プ形 態 で の利 用 状 況 を

示 した もの で あ る。

磁 気 テ ー プ を利 用 して い る団体 は10団 体 中4団 体 に す ぎない 。

表2-10は 磁 気 テ ー プ形 態 で 保 存 して い る状 況 を示 した もの で あ り,3団 体

で 延べ11種 に す ぎな い 。

表2-8コ ン ピ ュー タ利 用 の 現状

団 体 名 作成統計名 業務委託先 処理サイクル 処理の概要

日本機械輸出組 機械輸出通関統 外部計算センター 月 通関統計(輸 出)磁

合 計 気 テープよ り機 械 の 輸

出統計を作成

世界主要国輸入 〃 年 国連統計(印刷物)よ り

統計 統計作成

(社)日 本電子機 産業用電子機器 〃 月

械工業会 輸出入実績表
通関統計(輸 出 ・輸入)

民生用電子機器 〃 〃

磁 気 テ ー プ よ り,そ
輸出入実績表 れそれの統計を作成

電子部品輸出入 〃 〃

実績表

電子機器実績集 〃 月 通産省生産動態統計

計表 (印刷物)か ら作成

経営諸比率調査 〃 半期 会 員企業から提 出 さ

れ た営 業報告書(印刷

物)よ り作成

有価証券報告書 〃 年

(社)日 本電子工 電子工業生産統
〃 月1. 通産 ・大蔵の統計 資

業振興協会 計 料(印刷物)か ら作成
.

電子工業輸出入

通関統計

〃 2回侮 通関統計磁気 テー プ

よ り作成
ρ

●



団 体 名 作成統計名 業務委託先 処理サfクル 処理の概要

(財)日 本エネルギ
ー経 済研 究 所

エ ネル ギ ー関連

統計,マ クロ経 済

指 標

外 部 計 算 セ

ン ター

随 時

(年1回

程 度)

モ デ ル の 開 発 お よ び

シ ミュレー シ ョン

全日本印刷工業組

合連合会

(印刷関連の統

計)

〃 1%

喝

セ ン タ ー 、

短期 エネルギー需給予測

モ デ ル
エ ネ ル ギ ー ・デ ー タ バ ン ク ユ ー ザ ー ・ バ ン ク

/＼

NEEDS-TSの ソフ・ウ・ア ▽

モ デ ル ・シ ミ ュ レー シ ョン用

ソ フ ト ウ ェ ア

MARS

経済時系 列分析 用

ソフ トウェア

EPOCS

ユ ー ザ ー パ ン ク更 新 用
`

ソ フ トウ ェ ア

FILEMS

/

1

通信回線(公 衆回線)

O

(電 話)

端 末 機

IEE

図2-3日 本 エ ネ ル ギー経 済研 究所 の コ ン ピ ュータ利 用 シス テ ム
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図2-4

主要 国

コ「ドワア
イル

輸 入統計 デー タ

'デ ー タ ・入 力 処 理

・デー タ ・チェック処 理

プルー フ リス

輸入統計
ンザクシ
フアイル

輸入統計 ファイル

の 更新 処理

輸 入 統 計

フ アイ・ル

統 計 資料 の作 成

処 理、

『
〆

輸入統 計
ファイル

プロァク別輸入構造概況表

地域別

主要国別輸入先別構造概況表

1主要横綱 入国別機種別構造概況表
世界輸入主要機種別市場別構造概況表

機種別輸入概況表
・世界主要機械輸入統計衰

世駐 魏 蹴 転 緬 晒 ジ寿 ム飾 フ・一チ・一ト(日機軸)
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事

「世 界 主 要 国 機 械 輸 入統 計 」

・概 要

国連 本 部 統 計 局 に お い て 毎年 発 行 され る 「CommodityTradeStatistics」

に基 づ き世 界 主 要 国(12カ 国;U.S.A,CANADA,FRANCE,GERMANY

FED,NETHERLANDS,UNTDKINGDAI鴇BELGIUM,ITALY,SWED-

EN,SWITZERLAND,DENMARK,JAPAN)に おけ る機械 輸 入 の状 況 を把

握 す るた めの 資 料 の 作 成 を行 う

・出 力 表;(一 例)世 界主要国機械輸入統 計表

槍柵 名[コ三 コ(1-、)'・ ・1・ ビ

機械約200種

輸入国数 約70カ 国

輸 出国数12カ 国

●
'
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表2-9外 部作成の磁気 テープ情報 の利用状況

団 体 名 磁気 テープ情報名 情報源 情報サイクル 入手価格

日本機械輸出組合 通 関統計(輸 出) 大 蔵 省 月 25万 円/月

(社)日 本電子機

械工業会

通 関統計(輸 出)

〃(輸 入)

〃 月 輸出,輸 入それ

ぞれ25万 円/月

(社)日本電子工

業振 興協会

通関統計(輸 出)
〃(輸 入)

〃 2回/年 〃

(財)日 本エネル

ギー経済研究所

産業連 関表(45年 表)

地域連関表(49年 表)

通 産 省
〃

随 時

(年1回程度)

(54年 度か ら)

45万 円/1巻

表2-10磁 気 テ ー プの 形 で の デ ー タの保 存 状 況

団体名 磁 気 テ ー プ媒 体 の デ ー タ名
データの
入 手 先 情…靹 イ勿レ 外部への提供の可否

日本機械輸

出組合

機械輸出通関統計 大蔵省 月 不 可

世界主要国輸入統計 国 連 年 検 討 中

(社)日 本電

子機械工業会

産業用電子機器輸出入実績表 大蔵省 月

ケ ー スが な い 。

民生用" 〃 〃

電子部品輸出入実績表 〃 〃

電子機器実績集計表 通産省 月

経営諸比率調査 会員企業 半期

有価証券報告書 大蔵省 月

(社)日 本電

子工業振 興

協会

電子工業生産統計 通産省 月 不 可

二
電子工業輸出統計 大蔵省 月

電子工業輸入統計 〃 〃
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2.4.3情 報 提 供 形態

対 象 団体 にお け る情報 提 供 は,1.1節 で 整理 したよ うに,業 界 と しての 意 思 決 定

の場 へ の情 報 提 供 と会 員企 業 へ の タイ ム リー な情 報提 供に 分 け られ る。 この う ち

会 員企 業 へ の 情 報 提供 につ い て は,定 期的 に行 われ る もの と,不 定 期 に 行 わ れ る

もの とに分 け られ る。

定 期 的 に行 われ る もの と して,最 も一般 的 な方 法 は,会 誌,会 報 等表2-11

に示 され る刊 行物 の発 行 お よび 配 布 で あ る。配 布 先 と して は,会 員企 業の ほか,

官 公庁,関 連 団体 等 の外 部 機 関 に 機 関 誌の 発 行 の 都度 提供 され る。

次 に不 定 期 で の 情報 提 供 の ケー ス と して は,特 別 に 行 った統 計 あ るい は調 査 レ

ポ ー ト等の 情 報提 供が あ る。 ま た,最 新 の 情 報 を タイ ム リー に提 供 す るた め,随

時 トピ ックや ニ ュー ス と して 情報 誌 を発 行 し会 員企 業 に配布 す る な どが 行 われ て

い る ケー ス もあ る。

電 話 や訪 問等 の 問 い合 わせ に対 す る情報 の提 供 は,そ の都 度,担 当 者 に よ り応

答 とい う形 で 行 わ れ た り,資 料 の貸 出 しや コ ピーサ ー ビス,あ るい は,資 料(主

と して調 査 レポ ー ト・ 文 献)の 所 在 案 内 な ど を行 うの が通 常 ど この 団 体 に お い で

もと られ て い る方 法 で あ る。

これ らの 情報 案 内(ク リ ア リ ング)は,会 員企 業 に と って必 ず し も十 分 な もの

で あ る とは い えな い 。

ま た,業 界 と して の意 思 決 定 の場 合 の 情報 提 供 は,本 プ ロ ジ ェ ク トの 目的 とす

る最 も重 要 な点 で あ るが,現 在 の と ころ 各種 委 員会 を通 して行 われ て い る。
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表2-11対 象団体 にお ける主な定期刊行物

対 象 団 体 名 定期刊行物名
発 行
周 期

(社)日 本機械輸出組合

機械 輸出プラ ン ト情報

機械輸 出市場情報

機械 と輸送

月

月

月

(社)日 本産業機械工業会
産業機械

産業機械海外駐在員報告書

月

月

(社)日 本事務機械工業会 事務機械 月

日本化学工業協会 日化協月報 月

(社)日 本電子機械工業会 電子 月

(財)日 本エネルギー経済研究所

エ ネル ギ ー マ トリ ックス

エ ネ ル ギー経 済

エ ネル ギー統 計 資料

年

月

年
年

(社)日 本電子工 業振 興協会
電子工業月報

電子工業統計月報

月

月

日本繊維協議会
繊維統計月報

繊維統計年報

月

年

全日本印刷工業組合連合会 日本の 印刷 月

(社)セ メ ン ト協 会
セ メ ン ト ・コ ン ク リ ー ト

道 路 と コ ン ク リ ー ト

月

季
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2.5産 業 団 体 にお け る今 後 の 課題 と情 報 拠 点 と し ての 方針

2.1節 で示 した よ うな 各産 業 にお け る厳 しい 経 済 環境 に対 応 す るた め ,各 産 業

団体 が今 後 の 課 題 と してい る こ と,ま た,そ れ ら課 題 を解 決 す るた め情 報拠 点 と

して どの よ うに 対処 してい こ うと して い るか を 表2-12に 示 す 。

今後 の 課 題 と して は,特 に 産 業経 済の 国 際 化 に伴 い,海 外 情報 の 整備 の 必要 性

が 強調 され,そ の た め に は,海 外 調 査 研 究 機 関,海 外産 業 団体 等 との 提 携 ,JET-

RO等 の 国 内の 海外 調 査 機 関 の 利 用 の 拡 充 等 を推 進 すべ き と して い る産 業 団 体 が

多 く見 られ る。

また,各 産 業 の 情 報 ニ ー ズに 合致 した デ ー タの開 発 が今 後 と も重 要 な 課題 で あ

る と してお り,関 連 産 業 団体 の 協 力連 携 によ り情 報 の収 集 ・処 理 ・提 供 の一 元化

を図 る体 制 が求 め られ,さ らに コン ピ ュー タを利 用 した,迅 速 で 確度 の 高 い ,効

率 的 な,シ ス テ ムの 確 立 が求 め られ てい る。

この よ うな課 題 を解 決 す るた め,各 産業 団 体 は ,既 存 の 情 報 の 整 備 を図 る と と

もに,情 報 の デ ー タ ・ベ ー ス化,す な わ ち情 報 を コ ンピ ュー タ ・リー ダ ブル な 情

報 と して蓄 積 し,コ ン ピュー タ ・パ ワー を利用 して,ニ ー ズ に 的確 ・迅 速 に対 応

す る体 制 の 確 立 を 志 向 して い る。
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表2-12産 業 団体 にお ける今後の課題 と情報拠点 としての方針

産業

産業
団体

今

後

の

課

題

情

報

拠

点

と

し

て

の

方

針

① プ ラン ト輸出

日本機械輸出組合

①広範な情報収集体制の確立(関 係指標の整

備,信 頼のおける海外調査研究機関 との提

携,各 国の団体 との協力)

②情報ニーズに合致するデータの開発(必 要

情報の指標の拡大と指標作 りの方法論の確

立)

③プラント業界の情報ニーズの明確化

④関連業界団体間の連携の強化 と分業体制の

確立

(関 連団体間の情報の一元的な収集 ・蓄積

・提供の体制の確立)

⑤情報の効率的な整備 ・蓄積 と引出 し形態の

確立

⑥プラント輸出の国内産業への波及効果 を示

す国内データの開発

①必要 とす る情報が過 去お よび最近 の各種報

告書,資 料 の どこにあ るか等 を迅 速に探 し

出す文献検索 システムの確立が求 め られ る

② プラ ン ト輸出の時系列 的統計表(プ ラン ト

の成 約 ・輸出承認,引 合 ・敗退等 の統計)

のデ ータをコ ンピュータに蓄積 し,ニ ーズ

に則 した形で引出す システムの構築が求 め

られ る。

② 事 務 機 械

⇔ 日本事務機械工業会

① 当工業会 の情報処理組織 を充実 させ,情 報

ニーズの変化に常 に対応 で きる体制が求 め

られる。特に事務機械 は,海 外需要に大 き

く依存す るため,よ り確度 の高 い 海外情 報

の収集が求め られ,軽 機械セ ンター,ジ ェ

トロの世界各地の トレー ド・セ ンターの活

用度 を広 げ,調 査団に よる情報収集等を積

極的に進め る必要があ る。

② 部品 メーカ等の生産団体,流 通団体 との情

報交換 を進 める組織 の設置が求 め られ る。

③海外諸団体等 との情報交換 を通 じて,海 外

の需給動向,流 通,サ ービス等 の情報の収集

が求 め られ る。

①第1段 階 としては,定 量把握可能な各種統

計資料をコンピュータ可読な形で情報処理

機関に蓄積することが可能

②事務機械産業では,定 量的に把握不可能な

ソフトウェア情報が相当高いウェイトを占

めてお り,必 要な時に,必 要とする情報が

直ちに得 られるような 「情報検索」が重要

である。

③過去の統計資料を各種の統計手法に応用す

る(需 要予測シュミレーション)こ とが今

後の焦点 となる。

④全産業的な協調体制の促進が求められる。
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③ 建 設 機 械

㈲ 日本産業機械工業会

今後,建 設機械産業 として,整 備する必要が

ある情報は次のものである。

(1)国内情報

① 建設機械に対するユーザの基本的な行

動に.関する情報

・建設機械の業種別保有形態

・建設機械の工事別保有形態

・建設機械の平均的更新期間

・建設機械の業種別稼動率

② リース ・レンタル業の動向

③建設工事の動向④技術開発⑤業界の内部

統計の整備(受 注,生 産,出 荷,在 庫,

設備,中 古車等)

②海外情報

輸出,海 外生産の事前情報,海 外の市場情

報

①情報の収集,管 理 は企 業別に独 自に行われ

てい るのが現状 であ るが,こ の ような重複

投資 をさけて,業 界 の共通 の利益 として,

総体 的,一 元 的な情報 の収集 ・分析 ・加工

・管 理を行 い効率的な運用 を行 う場を業界

内に設置す る必要性が高 い。

② この ような場 として,日 本産業機械工業会

に 「建設機械情報管理室」の設置が望 まれ

る。

④ 電 子 機 器

㊨ 日本電子機械工業会

電子産業 の課題 と しては,通 商問題,通 貨問

題,先 進国 ・中進 国 との競合等,国 際的,構

造 的な問題 が表面 化 して きてい る。

また,欧 米の電子産業は産業用 電子機器 を

中心 に発展 して きたの に対 し,わ が国 は,例

外的 に,民 生用電子機器中心に発 展 して きて

お り,今 後 は,民 生用電子機器 の新分野 の開

拓 とともに,産 業用電子機器部門 の一層 の拡

大が求め られる。 このためには,広 範 かっ正

確な情報ニ ーズに即 した情報 の収集体制の強

化が望 まれ る。

①既存の情報の整備

既存の情報をニーズに沿って再編成 し,迅

速な提供体制を確立 し,次 のステップとし

て機械化を検討する。

②データの開発

現在不備な情報を洗い出し情報の開発を進

める。

現在,国 際化への対応 とレては,民 生用

電子機器国際需給統計を隔年に作成 してい

る。

③業界団体間の連携

電子産業関連団体の連携を強化し,情 報収

集 ・提供の一元化,効 率化を行 う体制の確

立が求められる。
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⑤ コ ン ピ ュ ー タ

(社)日本電子工業振興協会

①技術革新のテンポが速いため,先 端技術へ

.の指向に対する研究開発と先行投資の継続

が必要である。

②寡占産業下にあって販売戦略に対す る資金

確保が必要である。

③次世代機種の研究開発 とソフトウェアの開

発

④ユーザニーズを汲み とった新規の需要開拓

⑤海外進出にあたり,長 期的な秩序ある国際

的展開を図る

⑥発展途上国における情報化推進への協力

①関連団体 との連携体制 を強化 して情 報網 の

整備 をはか る。

②米 ・欧先進国の動 向を恒常 的に把握す るた

め,海 外関連 団体 との連携体制 を強化す る。

③ 途上国へ の情報化促進協力 を推進す るため,

対 象国の情報化推 進機関等 との連絡 を密 に

し,「 海外情報化協力セ ンター」(CICC>

の 組 織拡大 をはか る。'

④ メーカ,ユ ーザお よび政府機関等への情報

提 供機能 を強化す るため,ハ ー ドウェア,

ソ フ トウェア,ア プ リケーシ ョンシステム

等に関す る情報を体 系的に整理 し,一 元 管

理す るとともに,メ ーカ情 報な どの的確 な

情報入手を可能 とす るため,中 立性の高い

データバ ンク的体制 の確立 をはか る。

⑥ 石 油 精 製

(財)日 本 エネルギー経済研究所

石油精製業における政策,対 策に対応する情

報ニーズとしては

①国際経済情勢 と原油の国際的流通

②国内経済情報 と石油製品需給

③最適精製パターン

④緊急時対策

の4つ の領域における基礎データの収集 と政

策変数,政 策シミュレーションが必要となる

エネルギー経済 に関す る総合 データ ・パ ンク

の構策が望ま しいが,現 在 は,'時 系列 数値情

報 しか整備 されていない。今後 は,内 外の文

字情 報,つ ま り,文 献検 索 システムの開発が

望 まれ る。
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産業 ⑦ 化 学 工 業 ⑧ 繊 維

産業
団体

日本化学工業協会 日本繊維協議会

(D化学工業の全世界的な構造変革に対する対 繊維産業の今後の課題 としては

応 ①高級化 ・多様 化 ・個性化す る国民 のニーズ

①発展途上国の化学肥料,石 油化学を中心 への対応

とする自給化,中 央計画経済国家の世界 ②中進国 との競合への対応 として,高 付加価

今 市場への参入 値化 を図 る。

.

②石油化学原料の多様化への対応を中心と ③ これまでの輸出拡大に対応 した合繊 ・紡績

後 す るオイル ・メジ ャーの化学部門への進 等の川上部門の強化のみならず,今 後は,

● 出 内需を基本 として消費者の需要にきめ細 く

の ③世界市場の開放による東西交流 と市場規 対応 した,川 下部門 の強化が求 め られる。

模の拡大,グ ロー バル化 つま り今後の繊維産業 の発展 は,ア パ レル

課 ④ 環境安全 問題 に伴 い,化 学 よ りエンジニ 産業の発展に依存す る といえる。

アリング重視への傾斜

題 ⑤ オイルダラーあるい は特定国への ドルの

偏在に伴 う自由投資の圧迫

⑥西欧における混合経済的寡占体制への移

行と国際競争力の強化

(2)数万種に及ぶ化学物質の管理

情
①化学品分類の再検討 今後は,最 終消費情報のきめ細かな把握が重

報
現状 では,原 料ソースあ るいは製造 プ ロセ 要 となってい る。

拠
スか らなされているが,む しろ需要 分野 あ

点
るいは市場への接近の側面からの分類が求

と

め られてい る。

●

し
②企業における情報活動の再編成

企業におけるコンピ ュータの利用は,事 務

t て

処理分野が中心であ り,長 期経営計画の策
・ の

,

方
定や,経 営の意思決定等への利用の高度化

針
を計 る必要がある。

1

③化学物質情報流通 システムの確立
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⑨ セ メ ン ト

(社)セ メン ト協会

国の施策が民間設備投資優先の高度経済成長

か ら,社 会資本,社 会福祉充実の安定成長に

移行するなかにあってセメント産業 も産業自

体の安定的発展のため,以 下の課題に取 り組

む時期に到っている。

・国内需要の限界

・需要構造の変化に対応 した品種開発

・流通効率向上のシステム化

・高付加価値セメン ト2次 製品の開発促進

以上の課題解決のため,内 外情報の収集がよ

り重要となり,ま た情報処理体制の整備が必

要である。

・情報機械化の検討

・既存 データの保存 方法の検 討及 び必要情 報

の検索 システ ムの開発

・文献検索 シス テムの開発

⑩ 印 刷

全 日本印刷工業組合連合会

現在,業 界団体 としての情報提供 は活発 に行

われて いるが,必 ず しも,企 業経営,業 界の

政策課題の解明に十 分に機能 していない。 ま

た問題 の調査 ・分析 に時間を要 し,問 題点 の

指摘,啓 蒙等 の指導体制が弱体 であ る。

従 って,印 刷産業 の正確 な情報収集,デ ー

タ等の作成 に迅速な提供 を行 う,情 報拠点

(印 刷 デ一夕バ ング)の 確立 が求め られ る。

印刷 デ一一タ ・バンクを構築するため,次 の2

っの案が考 え られ る

(A案)印 刷団体 ・関連団体 を結集 し,「 日

本 印刷経営者協会」 を結成 し,共 同出資に

よる情 報部門を設置 す る。

(B案)共 同出資 に よる 「日本印刷産業情報

セ ンター」 を設立す る。

(デ ータバンクの機能)

① 政策課題 の解決

② 内外 の情報 の収集 ・分析 ・提供

③海外業界 団体 との提携

④製 品制対応策 の検 討

⑤ 関連 産業 との分業体制 の確立

⑥ コン ピュータ処理機能 の確立
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3.産 業 別情報拠点育成 のため の基本構想

3.1基 本 的 考 え方

第1章 にお い て述 べ た よ うに,本 プ ロ ジ ェク トの 目的 は,産 業 団体 に お け る情

報 機能 の拡 充 を通 じて,そ れ ぞれ の 産 業界 の 意 思 決定 の 場 に お け る情 報 需要 を満

た し,以 って産 業 の 情 報 化,知 識 集 約 化 を図 ろ うとす る もの で あ る。

こ う した 目的 に対 し て,か つ て一 部 に は集 中 ・巨大 デー タバ ン クの 形成 を も っ

てす れ ば事 足 りる との 考 え方 もあ った 。 あ らゆ る産 業 情 報 を網 羅 す る 巨大 な集 中

的 デー タバ ン クを形 成 し,こ れ に よ って様 々 な産 業界 に お け る情 報 需 要 に対 応 し

よ うとす る考 え方 で あ る。

しか し,こ の よ うな 構 想 は 実 践 的 に は 多 くの 困難 に 直 面 せ ざ る を得 な い 。 その

理 由の 第1は,今 回実 施 した 情 報 ニー ズ調 査 の 結 果 に も示 され る よ うに,各 産 業

界 に お いて 必 要 とされ る情 報 が 極 め て 多様 な ひ ろが りを もって お り,こ れ らを網

羅 的 ・集中 的 に管 理 す る こ とは,技 術 的 に も不 可能 に近 い こ とで あ る。第2の 理

由 は,集 中 ・巨大 型 デ ー タバ ン クの場 合 に は,不 可 避 的 に 個 別 の ニ ー ズ との 距 離

を生 じが ちで あ り,そ の た め に,デ ー タバ ン ク とニ ー ズ との乖 離 を生 じ,ま た,

デー タバ ン クの 自己 発 展 へ の契 機 が失 わ れ るこ とに な りが ち だ か らで あ る。

'これ に対 し
,今 回 の プ ロ ジ ェク トは,集 中 ・巨大 型 の デ ー タバ ン クで は な く,

分 散型 で専 門 領 域 毎 の 密 度 の 高 い データバ ンクを各 産 業 界 毎 に形 成 す ることによ っ

て,産 業の 情 報 化,知 識 集約 化 を推 し進 め よ うとす る もの で あ る。 あ くまで も,

.個 々の 産 業 界 に お け る情 報 ニ ー ズ か ら出発 して,個 々の 産 業界 にお け る特 色 あ る

情報 セ ン タ ー を構 築 して ゆ こ うとす る もの で あ る。 そ して この よ うな 考 え方 に た

っては じ め て,個 々の 情 報 セ ン ター は 自主 ・独立 の 基 盤 を有 す る こ とが 可 能 に な

るの で あ り,ま た 同 時 にNIS構 想 の 述 べ る 「イ ニ シ アテ ィ ブは あ くまで も個 々

の 情 報 シ ス テ ムの 側 に あ るべ きで あ る小 とす る主張 も実 現 す るの で は なか ろ うか 。
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我 々が,本 プロジ ェク トにおいて敢 えて 「産業別情報拠点」 とい う新 しい用語 を

用 いたの も,こ うした個 別ニーズに立脚 した 自主独立の情報セ ンター としての意

義 を強調 したか ったか らであ る。

そ して,こ れ らの各拠 点が互 いに相互補完 しなが らネ ットワー クを形成 してい

くとい う姿が,本 プロジ ェク トの 目指 す最終的な ビジ 。ンで ある。そ こで以下に

おいては以上の基本的考 え方 を,(1)産 業 団体(個 々の情報拠 点)の 情報 処理機能の

拡充,② 情報 ネ ヅトワークの拡大 という2っ の柱 にそってやや具体的に説明す る。

(1)産 業団体の情報処理機能 の拡 充

今回実施 した産業団体10団 体 に対 す る情報 ニーズ調査の結果に よれば 各 団

体にお いて必要 とされ る情報は極めて多種多様 なひろが りを持 ってい る。それ

は各種経済統計 や市場動向,技 術,特 許,規 格,標 準等の情報の みな らず海外

に関す る同様の情報 を含 めて,実 に様 々な情報が必要 とされてい る。産業団体

は従来か らこ うした広範 囲にわた る情報の収 集 ・整備 ・蓄積 ・提 供を団体の重

要な機能 として位置 づ け,業 界の ニーズが高い情報 を中心に処理 して きてい る。

(図3-1参 照)個 別の産業団体の情報処理が進展 ・拡大す るにつれて,各 産

業間の関連情報や周辺情報につい ては,相 互補完の協力体制が形成 され る方向

へと進み,そ の結果,産 業界にお ける情報処理の全体 を見 ると図3;2・ に示 され

"る
よ うにそれ ぞれの産業団体が固有の分野の情報処理を受持つ とい うかた ちで

相互補完体 制が とられ てい るよ うに見 える。'

実際我が国 および海外における● ・Lタバ ンク形成の動 きを見て も,技 術特許関

係の情報及びマ クロ的な経済統計等の よ うな各 産業界で共通に必要と さ』れ る情

報については,各 分野の専門家 や団体の協力の もとたデータ整備 ・利用 がはか

'られて きた
。したが って,今 後各産 業界 にお ける情報 セ ンターと もい うべ き産

'業別の情報拠点 を育成 してい くにあた
っては,各 団体 の本来の情報処理機能 を

'
一段 と拡充 し,同 時に それ を基盤 としつつ,各 団体の相 互補完的 な協力体制 を

発展 させ ることが重要 となる。.`

こ うした点か ら,'各 産 業団体において整備 すべ き情報 を考 え る時,そ れ は,
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その産業 固有の各種統計,市 場動向に関す る情報が重要で あると考 えられ る。

具体的には,表2-6に 掲げ られた各種業界統計,お よび表2-12に 掲 げ られ

てい る各種基本情報のよ うな もの とな ろ う。

産業団体

業界 としての意思決定

のための情 報提供
政策立案(委 員会)

意思決定
/
、

」 ニーズ

y

業

界

と

し

て

の

選

択

判

断

一
一

業

界

外

情

報

業

界

固

有

情 ・

報

官 公 庁

海外

産 業団 体

その他

㈱ 会員企業

∠、、

会員企業の

意思決定の

たあの情報

提供

↓
/L
←

情 報 処 理

調 査 ・研 究 り

A

図3-1産 業 団体 にお け る情 報 の 流'れ(概 念 図)・

産 業 団体A産 業 団体B

業

界

外

情

報

'

Ψ

`

業

界

固

有

情

報

業

界

固

有

情

報

業

界

外

情

報

A

図3-2産 業 団 体 間 に お け る情 報 の流 れ

(産 業間 情 報 ネ ッ トワ ー ク)
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(2)情 報 ネ ッ トワー クの 拡 大

現 在 にお い て も,産 業 団体 は,団 体 独 自の 情 報 収 集活 動 に 加 えて,関 連 産業

団 体 や官 庁,JETRO等 の政 府 関 係 機 関の 情 報 収 集活 動 を有 効 に利 用 してお

り,そ の 意 味で は,産 業 界 に お け る情 報 ネ ッ トワー クは極 めて 広 く張 りめ ぐ ら

され て い る と評 価 し うるが,(1)で 述 べ た よ うな 産業 界毎 の デ ー タバ ン クが 普 及

・定 着 す るの に伴 い,こ れ らを有 機 的 に 結 合 し,情 報 の流 通 を活 性化 す る ため

に,情 報 ネ ッ トワー クは量 的 に も質 的 に も拡 大 して いか な け れ ば な らな い 。

今,こ の 情報 ネ ッ トワー ク を① 産 業間 ネ ッ トワー ク② 政 府 一差 業 間 ネ ッ トワ

ー ク③ 海 外 一産 業間 ネ ッ トワー ク とい う3つ の 類型 に分 けて 考 えれ ば,そ れ ぞ

れ につ い て 次 の よ うな発 展方 向 を考 えな けれ ば な らない 。(図3-3参 照)

第1に,産 業 間 ネ ッ トワ ー クに つ い て は,既 に か な りの 産 業 団 体 間 で 情 報の

流 通,交 換 が な され てい る とは言 え,表2-7(B)に 示 され る よ うに,今 後 新 た

な 情 報 交換 を必 要 と して い る産 業 団 体 も多数 あ る。 従 って今 後 拡 大 の 余 地 は 充

分 あ る もの と考 え られ る。

第2に,政 府 一産業 間 ネ ッ トワー クに っ い て は,今 後 は コ ン ピ ュー タの 能 力

を活用 した,よ り高度 な段 階へ の移 行 が求 め られ て い る。

ま た,第3の 海 外 一産 業 間 ネ ッ トワ ー クにっ い て は,現 在 その 整備 が 最 も

遅 れ て い る分 野 で あ り,本 プ ロジ ェ ク トに お い て最 も力 を入 れ て整 備 す べ き分

野 で あ る と考 え られ る。
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灘 。

③海外 一座業間

情報 ネットワー

/

②政府一座業間

情報 ネッ トワーク

図3-3産 業 情 報 ネ ッ トワー クの 類 型

7ー ク

__一 一 一_一 ー一_. .一 ーi

3.2情 報拠点の機 能

(1)産 業団体 の業務 と情報拠点の機能

本 プ ロジェク トの 目的は前節 で述べた とお り 「産業団体 が固有の情報 処理機

能 を拡充 し,そ の基盤の上に各産 業の分業体 制が形成 され,こ れ らの 情報拠 点

を情報 ネ ッ トワークで結 合 しよ うとす る もの であ る。」

同時に,各 産業団体 の もつ こうした役割 は,当 該産業団体の既存業務 との有

機的な結合の下に形成 され な くてはな らない。例 えば,産 業団体 にお け る業務

を体 系的に整理分類す ると表3-1に 示す とお り,会 議,外 部機 関 との折衝,

調査研 究,情 報の処理提供,PR機 関誌出版 お よび内部管理 に大 別 され るが,

本 プロジェク トは,て れ ら業務 の うち,情 報の処理提供 機能 を強化 しよ うとす

る もので あ る。

団体 にお ける情報活動 および情報拠点 として考 えてい る機能 を整理 し,さ ら
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表3-1団 体 の主要な業務

⌒ 　　 〔雛 ㌧二∴li∴

思 決定の場

折衝(対 外部機関)業 界の意思,結 論の伝達 と協力要請(対 官

庁,他 産業等)

検討過程での意向打診お よび根 回 し(対 会

員会社,官 庁,そ の他)

情報収集,ヒ ヤ リング(対 会 員会社,官 庁,

その他)

　 「「三蕊 ㌶ ㌶㌶

情 報 の 処 理 ・提 供 統 計 の調 査,収 集,集 計,発 表(統 計 サ ー

ビス)

資料 情 報の収集連 理・保管・提供(資

料 情 報 サ ー ビス)

デ ー タの 蓄 積,加 工,解 析,処 理,提 供

(情 報 処 理 サ ー ビス)

P　 τi欝:
一

内部管理 予算管理

人事管理

庶務 ・文書等
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に前節 の考 え方 に準 じて構想 する と,情 報拠 点にお ける基本的な必要機能 を抽

象的に整理す れば情報処理機能,情 報 サー ビス機能 およびこれ ら機能のた めの

情報の蓄積 整備 データベース化の3機 能で ある。

① 情報処理機能 とは,業 界統計の作成お よび官庁 統計の加工編集 と予測分析の

ための情報処理 を行 うもので ある。

② 情報サ ー ビス機能 とは,資 料セ ンター的機能 と,情 報の所在案 内サー ビス と

か らなる。

③ 情報の蓄積整備 とは,情 報拠点の中核 をなす もので,情 報処理のための 基礎

デー タ,情 報 サー ビスのための情報源の蓄積 整備 をさし,こ れ らのデータ ・情

報の蓄積 は業務処理(例;統 計作業)の 過程 で行 うほか,過 去の時系列 データ・

関連情報につ いては,特 別業務 として入力 データを作成す ることにな る。

図3-4は,団 体 業務に対す る情報拠点機能 の支 援関係について示 した もの

で ある。

本 プロジ ェク トにおいては,今 後,以 上の3機 能 に対応す る情報 システムを

各団体毎に具体 的に構築 してい くことになるが,い くつか その具体例 を例示 す

れば次の よ うにな ろ う。

(a)業 界統計の集計利用の高度化

(b)共 通利用情報の加工 ・編集

(c)専 門分野 にお ける資料 セ ンター的機能

各項 目の 内容 について以下 に説明す る。

(a)業 界統計の集計利用の高度化

産業団体 にお ける統計データの重要性は委員会 等の政策決定 の場 や会 員企

業への定期刊行物 によ る配布な どに利用 され る点であ る。統計 を業界 内 ・外

とい う側面か らとらえると,業 界外統計の大部分は政府 ・官公庁の統計 であ

り,業 界内統 計は業界統計 として,業 界 自身の ニーズに基づ くもので ある。

この うち業界 統計の作成については従来か ら手集計お よび表2-8に 示 さ

れ るよ うに,一 部 コンピュータ利用 が行 われてい るが,コ ンぜ ユータ化 を推

二三_



〈情報拠点の機能〉 〈団 体 業 務〉

。業界統計作 成

。官庁統計 の加工編集

。予測分 析の ための

情報処理

情 報 の 整 備

(デ ー タベース化)

O資 料 セ ンター機能

。情 報の所在案 内

図3-4団 体 業務 と情 報 拠点 機 能'`"t:'t

進 ず る こ とに よ り,次 の こ とが 実 現 され る。,,・ 、

① 情報 の 提 供 サ ー ビス が 正 確 で 迅 連 に.なる。・ ∴ 一.,.

② ㌦情 報 の 加 工 ・編 集 が 容 易 に な り,情 報 利用 の 高度 化 につ なが る。

③.長 期的 に見 た:場合,団 体 会 員会 社 の経 営 の 合理 化 に つ な が る。

『(b)共 通 利用 情 報 の 加 工
.◆編集 、 一・ 、・ 、 ∴:・ 一、一.・t'

こ 前 項 で述 べ た.よ うに 業 界 外 統計 の 大 部 分 は政府 ・.官 公 庁 お よび 海 外の 統 計

'であ る㌔ これら の 諸 統 計 は 貿 易 統 計
,物 価統 計 ・ 生 産 ・出 荷 ・在 庫指 数 等 の

・・ デ こ一 久 に典型 的 に現 われ る とお り, .広 範 な調 査項 目(品 目,.業 種,財 別 な ど)

一
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・£

が網羅 的に収録 されてい る。

産業団体 が これ らの統計類 を利用 す る際は,す べての データを,そ の まま

のかた ちで利用す ることはむ しろ少 ない と考 え られ,各 団体 と も業界に必要

な情報(品 目,業 種等の限定)を 抜 出 し,業 界で一般 に使われ る分類に再集

計 した り,業 界 内デー タとの組合せ利用 な どが行われ る。 この よ うな業界の

ニーズに合せ た形に加 工 ・編集す る作業は産業団体の重要な機能で あ り,こ

れ らの作業 を正確 ・迅 速に行い利用の高度化 を図 るた めには コンピ ュー タの

利用 が考 え られ る。

(c)専 門分野 にお ける資料セ ンター的機能

各業界が専門分野の 図書館的機能 を持つ ことによ り産業別情報拠点 として

の役割 を担 うことにな る。い くつかの業界において,専 門分野の資料 セ ンタ

ー的機能 を持
ってい る。以下に例 を挙げ る。

① 印刷業界 にお ける印刷 図書館

印刷図書館は,昭 和22年3月 に設立 され印刷業界の維持 会費に よ り運

営 され,国 内 ・外の 資料が蓄積 されて いる。海外においては米国の雑 誌が

40点 程有 り印刷業界の利用 ひん度 も高い。 又 この図書 館は,一 般 に対 し

ても公開 されてい る。 　 ぐ

'②∵化学工業界 におけ る日本化学物質 安全 性セ シター

日本化学物質安全性 センターは,化 学工 業界(日 本化学 工業協会の有 志各

社)の 発意によ り昭和lst3年11月 ・に設 立 された。 設立 主旨は,広 く内外

・0)関 係機関 と連携 を保 ちっっ
,必 要な情 報を把握 しi化 学物質の安全性 評

価 を効率的に実施 してゆ ～ことで ある。

③ 鉄鋼 業界 にお ける鉄鋼技術情報セ ンター

t鉄 鋼技術情 報
センターは,日 本 鉄鋼協会の下部組織 とし て昭和53年4月

㌦と設立 され た。設立主 旨は,鉄 鋼技術の国 内 ・外の情報収集及 び技術研 究

'
を行 うことで ある。会員 は鉄鋼会社 だ けでな く個人会 員(大 学の教授等)

も多い。 …'・ い
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④ 軽 機械 業 界 に お け る軽 機 械 セ ン ター

軽 機 械 セ ン ター は,昭 和38年8月 に設立 され,軽 機械 セ ンタ ー運 営 協 議

会 に よ り運 営 され て い る。,軽機 械 セ ン ター運 営 協 議 会 は 軽機 械 業 界 の6団

体 か ら成 り立 って い る。軽 機 械 セ ン ター は組 織 的 に はJETROの ジ ャパ

ン ・ トレー ドセ ンタ ー下 に あ るが 独 立 採算 で運 営 してい る。 ニ ュー ヨー ク

とデ ュ ッセ ル ドル フに 軽 機械 セ ンタ ーが あ り,海 外情 報 の 収 集 及 び軽 機 械

業 界 の 折衝 窓 口 とな って い る。

⑤ 繊維 業 界 に お け る繊 維 情 報 セ ン ター

繊維 情 報 セ ン タ ーは,繊 維 工 業 構 造 改 善事 業協 会 に昭和49年7月 に発

足 した 。 この セ ンタ ーの 主 た る役 割 は,繊 維 産 業全 般 に わ た る情 報 機 能 の

充 実 と と もに繊 維情 報 ネ ッ トワー ク体 制 の 整 備 をは か るこ とで あ る。 具 体

的 には 消 費 者 情 報 の提 供,消 費 者 向 け情 報 の 整 備,新 政 策 推 進 の た めの 基

礎 的 な資 料 の 提 供 な どで あ る 。

長 期 的 に見 れ ば,こ れ らの 文 献 情 報 を的確 に迅 速 に検 索 す る方 法 として コ ン

ピ ュー タ化が 考 え られ る。

② 政 府 の 果 たす べ き役 割

産 業別 情 報 拠 点 の 育成 に あた って,政 府 に 期 待 され る役 割の 第1は,産 業情

報 の収 集 ・提 供 に 関 す る役割 分 担 に つ い ての ガ イ ドラインを提 示 し・それ に 即 し

た 施 策 を推 進 して い くこ とで あ ろ う。

例 えば,日 本貿 易 振 興会(JETRO),金 融 機 関,特 許情 報 な どの 技 術 情

報 セ ンター の よ うな政 府 関係 機 関 は,表2-7に 示 され るよ うに産 業 界 に と っ

て の 重要 な 情 報 入 手 先 とな ってい るが,こ れ らの 各機 関 にお け る情報 収 集 ・提

供 活動 を一 層 有 機 的 に 調 整 して い く必 要が あ ろ う。

その第2は,政 府 か ら産 業界 に提 供 され る情 報 の 中 で も特 に 重 要 な 位 置 を 占

め る官 庁統 計 の 公表 早 期 化 と内 容 の充 実 で あ る。 ニ ー ズ調 査 の結 果 か ら も多 く

の 官 庁 統 計 に つ い て 「公表 が 遅 い」 「表 章 分 類 が 粗 す ぎて 使 えな い」 「流 通,

消 費動 向 に関 す る統 計 が 充実 してい な い」 等の 意 見 が寄 せ られ た 。

一62一

、

ユ



統計法施行令の改正によ って官庁統計の磁気 テープ公表等への道が開かれた

ことは,公 表の早期化細分類 データの利用 とい う点か ら見 て将来的 に大 きな効

果が期待 され るが,既 存の 公表媒体等について も改善 を加 える余地 は多 々あろ

う(例 えば,工 業統 計については産業別分冊 とい う形で公表 して は どうか等の

アイデ ア もあ った)。 また,全 般的 な官民間の調査の再配分,体 系化 を推進 し

ていか なければな らない ことは指摘す るまで もない ことであ る。

`

皇

こ,
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4産 業別情報拠点育成における今後の課題

産業別情報拠点の育成 を考 える上で,検 討すべ き問題 は,数 多 くあると思 われ

るが,当 面解決 すべ き問題 として,以 下の項 目を挙げた。

(1)各 産業団体にお ける基本計画の策定

業界 にお ける個別団体が 情報拠点化 を行 うためには,最 初 に以下の よ うな基

本方針の決定 を行わな ければな らない。

(a)産 業団体 に属す る会 員企業間にお けるコンセ ンサ スの形成

(b)産 業団体 内にお ける情報処理体 制充実のための基本計画

①情報収集体 制および情報の整備体制

②情報の提供体 制

② 情 報の提供範囲お よび コス トについての検討

(a)情 報の提供範 囲についての検討

公開情報で不特定多数への提供が可能 な もの,特 定 メンバー内で しか利用

で きない情報等,各 々について その利用,加 工,提 供 に付随す る制度問題 を

検討す る。

(b)コ ス トの問題

情 報の利用,提 供に関す るコス トの問題 については,本 プロジ ェク トの運

用実験の経験の積 み重ね を基 に して対処 してい くことにな る。その過程で民

間の情報サー ビス産業 との調整が必要 とな ろ う。

(3)海 外情報 ネ ッ トワー ク形成に関す る調査

ニーズ調査で明 らかにな った海外必要情報について,そ の所在,入 手方法,

入手 の条件,コ ス ト,版 権等につ いて調査 を行 い,海 外 ネ ットワー ク形成の た

めの準備 を進 める。
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東京都港区芝公園3丁 目5番8号
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TEL(434)8211(代 表)
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TEL(407)7316
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